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施策実施報告書　概要と見方について

 基本目標Ⅰ　　男女の人権尊重の意識をつくる

　  基本課題（１）　お互いに人権を尊重しあい、暴力を根絶する社会をつくる

評価欄　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策１　日頃からその人らしさと能力を尊重する 次年度欄　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
人権擁護啓発事業
・人権週間にあわせ、啓発活動を実施 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 三島会館

b

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　６回　延べ ５５８人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研修会、
　　デートDV防止講座、ＤＶ被害者支援専門研修会）
・第２次つるが男女共同参画プランの啓発活動にて実施
　（市内３校の高校生がデザインしたポスターを基にした
　　啓発看板の作成及び設置）

Ａ 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　７回　延べ ４３３人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研修会、
　　デートDV防止講座、ＤＶ被害者支援専門研修会）
・男女共同参画啓発パネル展の開催（市役所）
　　県の男女共同参画推進月間である６月に合わせて開催

Ａ 継 市民協働課

c 新

相談事業
・ＤＶ被害防止啓発パネル展の開催（市役所、オルパーク）
　　全国「女性に対する暴力をなくす運動」期間である
　　１１月１２日～２５日に合わせて開催

Ａ 継 市民協働課

課名

①　人権尊重に関する
啓発を充実する

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

※１ 

※２ 

※３ 

※４ 

つるが男女共同参画プラン 

敦賀市において、男女共同参画社会を実現するための施策を総合的かつ計画的に実施するための基本計画です。 

第２次プランは、平成２３年３月に策定され、計画期間を平成２３年度から平成２７年度までとしています。 
 

平成２７年度施策実施報告書 

  平成２７年度の敦賀市における、男女共同参画の推進に関する行政の取組（市の施策・事業）の実施状況を明らかに 

 した報告書です。 
 

   ■施策実施報告書の見方 

     第２次つるが男女共同参画プランは、 
     次の例示のように、各基本目標及び推進体制※１を受けて、順次 基本課題※２、具体的な施策※３、 

     計画項目※４を設定しております。 

     施策実施報告書では、男女共同参画の視点で行われている各部署（各課）の施策について、 
     事業実績内容、評価及び次年度予定が記載されています。 
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　基本目標Ⅰ　男女の人権尊重の意識をつくる 　基本目標Ⅱ　男女共同参画のための生活環境を整える

事業 課 事業 課

　基本目標Ⅲ　男女共同参画のための仕事環境をつくる 　基本目標Ⅳ　男女共同参画のまちづくりを推進する

事業 課 事業 課

　◎　男女共同参画の視点を取り入れた推進体制 　合　　計

事業 課 事業 課

635

761337

8

２６年度着手項目数 8

具体的
施策数

計画項目数 9
事業数

7

3

２７年度着手項目数 15

9 34110 293

具体的
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計画項目数 18
事業数
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100%

取組課
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２７年度着手項目数

２７年度着手項目数 15

9

6
16

94%

16
事業数
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具体的
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平成２７年度 第２次つるが男女共同参画プランにおける施策の実施状況
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２６年度着手項目数 15

計画項目数

19

89%２７年度実施率
35
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第２次つるが男女共同参画プラン　　取組課一覧

基本目標Ⅰ　　男女の人権尊重の意識をつくる
平成２６年度 平成２７年度 増加（１） 減少（１）

三島会館、市民協働課、生涯学習課、教育政策課
健康管理センター、市民課、住宅政策課、児童家庭課、
看護専門学校、政策推進課、図書館、国際交流貿易課、生活安全課

１３
三島会館、市民協働課、生涯学習課、教育政策課
健康管理センター、市民課、住宅政策課、児童家庭課、
看護専門学校、政策推進課、図書館、観光・交流振興課、生活安全課

１３ 観光・交流振興課 国際交流貿易課

基本目標Ⅱ　男女共同参画のための生活環境を整える
平成２６年度 平成２７年度 増加（２） 減少（２）

市民協働課、健康管理センター、子育て総合支援センター、
児童文化センター、児童家庭課、生涯学習課、地域福祉課、
介護保険課、住宅政策課、契約管理課、国際交流貿易課、
都市政策課、病院総務企画課、図書館、市立博物館、議会事務局
看護専門学校、商工政策課、教育政策課

１９

市民協働課、健康管理センター、子育て総合支援センター、
児童文化センター、児童家庭課、生涯学習課、地域福祉課、
介護保険課、住宅政策課、契約管理課、観光・交流振興課、
都市政策課、病院総務企画課、図書館、市立博物館、議会事務局
看護専門学校、商工・貿易振興課、教育政策課

１９
観光・交流振興課
商工・貿易振興課

国際交流貿易課
商工政策課

基本目標Ⅲ　男女共同参画のための仕事環境をつくる
平成２６年度 平成２７年度 増加（１） 減少（１）

病院総務企画課、市民協働課、総務課、
児童家庭課、商工政策課、農林水産振興課

６
病院総務企画課、市民協働課、総務課、
児童家庭課、商工・貿易振興課、農林水産振興課

６ 商工・貿易振興課 商工政策課

基本目標Ⅳ　男女共同参画のまちづくりを推進する
平成２６年度 平成２７年度 増加（２） 減少（１）

総務課、市民協働課、地域福祉課、環境・廃棄物対策課、
清掃センター、危機管理対策課、図書館、商工政策課、
都市政策課、生涯学習課、秘書広報課、駅周辺整備課、
総合運動公園、看護専門学校、児童家庭課、
児童文化センター、病院総務企画課

１７

総務課、市民協働課、地域福祉課、環境・廃棄物対策課、
清掃センター、危機管理対策課、図書館、商工・貿易振興課、
都市政策課、生涯学習課、秘書広報課、駅周辺整備課、
総合運動公園、看護専門学校、児童家庭課、
児童文化センター、病院総務企画課、国保年金課

１８
商工・貿易振興課
国保年金課

商工政策課

◎　男女共同参画の視点を取り入れた推進体制
平成２６年度 平成２７年度 増加（４） 減少（１）

市民協働課、児童家庭課、総務課、秘書広報課、原子力安全対策課、
生活安全課、環境・廃棄物対策課、国保年金課、介護保険課、
農林水産振興課、都市政策課、図書館、病院総務企画課、
清掃センター、危機管理対策課、地域福祉課、健康管理センター、
観光振興課、駅周辺整備課、教育政策課、生涯学習課、
文化振興課、市立博物館、スポーツ振興課、監査委員事務局、
情報管理課、看護専門学校、子育て総合支援センター、税務課、
児童文化センター、総合運動公園、少年愛護センター、少年自然の家、

３３

市民協働課、児童家庭課、総務課、秘書広報課、原子力安全対策課、
生活安全課、環境・廃棄物対策課、国保年金課、介護保険課、
農林水産振興課、都市政策課、図書館、病院総務企画課、
清掃センター、危機管理対策課、地域福祉課、健康管理センター、
観光・交流振興課、駅周辺整備課、教育政策課、生涯学習課、
文化振興課、市立博物館、スポーツ振興課、監査委員事務局、
情報管理課、看護専門学校、子育て総合支援センター、税務課、
児童文化センター、総合運動公園、少年愛護センター、少年自然の家、
財政課、道路河川課、下水道課、

３６

観光・交流振興課
財政課
道路河川課
下水道課

観光振興課

88 92
課 課

計 +１０課 -６課
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　　基本目標Ⅰ　　男女の人権尊重の意識をつくる

　基本課題（１）　お互いに人権を尊重しあい、暴力を根絶する社会をつくる

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策１　日頃からその人らしさと能力を尊重する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
人権擁護啓発事業
・人権週間にあわせ、啓発活動を実施 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 三島会館

b

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　６回　延べ ５５８人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研修会、
　　デートDV防止講座、ＤＶ被害者支援専門研修会）
・第２次つるが男女共同参画プランの啓発活動にて実施
　（市内３校の高校生がデザインしたポスターを基にした
　　啓発看板の作成及び設置）

Ａ 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　７回　延べ ４３３人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研修会、
　　デートDV防止講座、ＤＶ被害者支援専門研修会）
・男女共同参画啓発パネル展の開催（市役所）
　　県の男女共同参画推進月間である６月に合わせて開催

Ａ 継 市民協働課

①　人権尊重に関す
る啓発を充実する

　　　　あらゆる場で人権尊重の意識を高める取り組みとして、男女の人権教育を重視しつつ、これまで以
　　　上に人権尊重の意識啓発を推進します。またＤＶなどあらゆる暴力を防止し、被害者への支援体制を
　　　整え、安心して暮らせるようにします。

　○　　人権尊重の社会を築くためには、家庭や職場、地区コミュニティなど一定の集団の中で、男女一人ひとりが
　　　人権に意識を持って行動しなければなりません。そこで、あらゆる機会で人権尊重の意識啓発を推進していき
　　　ます。

　○　　ＤＶなどの暴力は犯罪を含む人権侵害の行為であり、根絶しなければなりません。そのためにはＤＶを予防
　　　する取り組みに加えて、発生した被害を最小限に抑えることが必要です。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名
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c 新

相談事業
・ＤＶ被害防止啓発パネル展の開催（市役所、オルパーク）
　　全国「女性に対する暴力をなくす運動」期間である
　　１１月１２日～２５日に合わせて開催

Ａ 継 市民協働課

d

福井県人権教育指導者研修会　５３名参加

A 継

福井県人権教育指導者研修会　３９名参加
　・講演「ちがいを認め合うために」
　・体験的参加型学習「学びを行動に」

Ａ 継 生涯学習課

a

小中学校における進路指導等
・小学校では、様々な職業の見学や体験を通じ、働くことを
　意識したカリキュラムを設定した。
・中学校では、希望する職業を実際に体験する社会体験活動
　を実施し、自ら進路を考えるきっかけとした。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 教育政策課

a ─── ─ ─ ─── ─ ─
実施主体が
市民のため
記載なし

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策２　リプロダクティブ・ヘルス／ライツなどについて学ぶ 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　５回　延べ ４７６人参加
　（男女共同参画推進員研修会、デートDV防止講座、
　　ＤＶ被害者支援専門研修会）

A 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　６回　延べ ３５６人参加
　（男女共同参画推進員研修会、デートDV防止講座、
　　ＤＶ被害者支援専門研修会）

Ａ 継 市民協働課

b

健康相談等事業
・女性の健康の保持・増進を促し、女性が自己の健康管理
　を行えるよう、女性のライフステージに対応した課題にお
　いて、健康教育、知識の普及・啓発、健康相談、保健指
　導を行うよう支援

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 健康管理センター

①　リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライツな
どについて学ぶ

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　人権尊重に関す
る啓発を充実する

②　個人の意思や個
性を尊重した進路指
導を行う

③　固定的な価値観
にとらわれず人権を
尊重した行動をする
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策３　ＤＶ（配偶者等からの暴力）を防止する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

男女共同参画推進事業
・デートＤＶ防止講座の開催　２回　延べ４０９人参加
　　松陵中学校・粟野中学校　２年生対象
・ＤＶ被害者支援専門研修会の開催　１回　２３人参加
　　市内保育園・幼稚園　園長対象

A 継

男女共同参画推進事業
・デートＤＶ防止講座の開催　３回　延べ２２３人参加
　　東浦中学校・気比中学校・角鹿中学校・気比付属中学校
　　２年生対象
・ＤＶ被害者支援専門研修会の開催　１回　１９人参加
　　市窓口業務担当者対象

Ａ 継 市民協働課

b 新

相談事業
・ＤＶ被害防止啓発パネル展の開催（市役所、オルパーク）
　　全国「女性に対する暴力をなくす運動」期間である
　　１１月１２日～２５日に合わせて開催

Ａ 継 市民協働課

a

相談事業
・相談員２名　相談日継続、金曜日夜間相談継続
　　相談総件数１４８件（うちＤＶ６件）
・関係機関との連携を実施
・相談業務関係窓口担当者連絡会の開催　１回　１１人参加

A 継

相談事業
・相談員2名　相談日継続、金曜日夜間相談継続
　　相談総件数１１４件（うちＤＶ１０件）
・関係機関との連携を実施
・相談業務関係窓口担当者連絡会の開催　１回　１９人参加

Ａ 継 市民協働課

a

相談事業
・相談者又は関係機関からの情報により、二州健康福祉
　センター等と連携して実施

A 継

相談事業
・相談者又は関係機関からの情報により、二州健康福祉
　センター等と連携して実施 Ａ 継 市民協働課

b

ＤＶ被害者への支援措置
・住民基本台帳の一部の写しの閲覧、住民票の写し等の交付
　及び戸籍の附票の写しの交付を制限し、被害者を保護

A 継 同　　　左 A 継 市民課

c

市営住宅管理運営事業
・年３回の市営住宅公募で入居の決まらなかった住宅に
　ついて、入居資格を満たす世帯への随時募集を平成２４年度
　より実施。
　　配偶者からの暴力被害者の入居実績なし
　　(随時募集６件入居)

B 継

市営住宅管理運営事業
・年３回の市営住宅公募で入居の決まらなかった住宅に
　ついて、入居資格を満たす世帯への随時募集を平成２４年度
　より実施。
　　配偶者からの暴力被害者の入居実績なし
　　(随時募集１２件入居)

B 継 住宅政策課

①　ＤＶに対する正し
い知識や被害者支
援についての啓発を
充実する

②　DVに関する相
談体制を充実し、被
害者への支援を行う

③　通報体制を確立
しDVの被害者を保
護・救済する

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名
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a

男女共同参画推進事業
・デートＤＶ防止講座の開催
　　松陵中学校・粟野中学校　２年生対象
・ＤＶ被害者支援専門研修会の開催
　　市内保育園・幼稚園　園長対象

A 継

男女共同参画推進事業
・デートＤＶ防止講座の開催　３回　延べ２２３人参加
　　東浦中学校・気比中学校・角鹿中学校・気比付属中学校
　　２年生対象
・ＤＶ被害者支援専門研修会の開催　１回　１９人参加
　　市窓口業務担当者対象

Ａ 継 市民協働課

b

相談事業
・要保護児童地域連絡協議会との連携

A 継

相談事業
・要保護児童地域連絡協議会との連携
・ＤＶ被害防止啓発パネル展の開催（市役所、オルパーク）
　　全国「女性に対する暴力をなくす運動」期間である
　　１１月１２日～２５日に合わせて開催

Ａ 継 市民協働課

c

要保護児童対策地域協議会
　（代表者会議１回、実務者会議10回、
　　個別ケース会議34回、児童虐待予防研修会１回）
・要保護児童等ケース数256件
・児童虐待防止講演会「家族支援を考える-世代を
　またぐ関係性を読む」（10月29日）

A 継

要保護児童対策地域協議会
　（代表者会議１回、実務者会議１０回、
　　個別ケース会議３回、児童虐待予防研修会１回）
・要保護児童等ケース数３１１件
・児童虐待防止講演会「児童虐待防止活動が私たちに求め
ていることがらを考える」（11月9日）

A 継 児童家庭課

d

児童虐待防止についての広報活動
・広報紙にて、児童虐待について周知し、対応法や緊急連絡先
　を掲載することで、事態の深刻化や未然防止に努めた。
　　広報つるが１２月号・RCNで放映（１１月１日～３０日）・ホーム
　　ページに掲載（１１月更新）・関係機関にポスターや啓発周
　　知物を配布（１０月）

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

e
家庭児童相談室運営事業
・保健師、臨床心理士、家庭児童相談員を配置 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

④　デートDVや子ど
もへの暴力など、若
年層の被害を防止
する
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　基本課題（２）　人権尊重の教育を推進する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策４　人権に関する教育を推進する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

教育の方針
・学生の学ぶ権利を尊重し、不利益を被らない公平な教育を
　実施する。
・学生の様々な問題に対して、心理的援助を行うカウンセリング
　を充実する。
・患者の権利を尊重した倫理的配慮が出来る看護方法を
　教育する。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 看護専門学校

b

看護大学の教育方針
・市長から公立大学法人敦賀市立看護大学に対して中期目標
　を指示しているが、その中で教育に関する目標として次のとお
　りとしている。
　　教育に関する目標
　　ア　教育の成果・内容に関する目標
　　　(ｱ) 豊かな教養を身に付けた自立した社会人であると
　　　　　同時に、人に対する畏敬の念をもって看護を提供
　　　　　できる人材を育成する。
　　　(ｲ) 高度な医療に対応できる専門的知識、技術、倫理
　　　　　観を身に付け、これらに基づいて看護を実践できる
　　　　　人材を育成する。
　　　(ｳ) 地域医療の充実と発展を自らの使命として地域に
　　　　　貢献できる人材を育成する。
・本目標に対する平成２６年度の実施状況については、敦賀市
　公立大学法人評価委員会にて評価されており、その結果は
　「概ね計画どおりに実施されている」となっている。

Ａ 継

看護大学の教育方針
・市長から公立大学法人敦賀市立看護大学に対して中期目標
　を指示しているが、その中で教育に関する目標として次のとお
　りとしている。
　　教育に関する目標
　　ア　教育の成果・内容に関する目標
　　　(ｱ) 豊かな教養を身に付けた自立した社会人であると
　　　　　同時に、人に対する畏敬の念をもって看護を提供
　　　　　できる人材を育成する。
　　　(ｲ) 高度な医療に対応できる専門的知識、技術、倫理
　　　　　観を身に付け、これらに基づいて看護を実践できる
　　　　　人材を育成する。
　　　(ｳ) 地域医療の充実と発展を自らの使命として地域に
　　　　　貢献できる人材を育成する。
・本目標に対する平成２７年度の実施状況については、敦賀市
　公立大学法人評価委員会にて評価されており、その結果は
　「概ね計画どおりに実施されている」となっている。

A 継 政策推進課

課名

①　人権を尊重した
教育を実施する

　○　　人権尊重の意識啓発は、学校教育など早い段階で取り組むことで高い成果が得られます。そこで学校などと
　　　連携して人権尊重の教育を推進します。

　○　　あらゆる世代が人権尊重について理解を深めるため、市などが実施する生涯学習の場でも人権尊重をテーマ
　　　とした内容の講座を開催します。

　○　「交流拠点都市　敦賀」の特性を活かして国際交流の場を通じて人権尊重を推進します。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度
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a

ソーシャルワーカー配置事業
・様々な環境的要因により学校生活に不適応を起こしている
　児童・生徒及び保護者との関わりを持ち、環境改善をする
　ためのスクールソーシャルワーカーを配置した。
　　　配置人数１名、市内小中学校等への訪問件数１５３回

Ａ 継

ソーシャルワーカー配置事業
・様々な環境的要因により学校生活に不適応を起こしている
　児童・生徒及び保護者との関わりを持ち、環境改善をする
　ためのスクールソーシャルワーカーを配置した。
　　　配置人数１名、市内小中学校等への訪問件数１８０回

Ａ 継 教育政策課

b

ハートフル・スクール管理運営事業
・市内の小中学校に在学する不登校の児童生徒や保護者、
　その他特別な事情のある者の教育相談、訪問指導、
　適応指導等、不安解消に適応した相談を行った。
　　　相談総件数８９８件

Ａ 継

ハートフル・スクール管理運営事業
・市内の小中学校に在学する不登校の児童生徒や保護者、
　その他特別な事情のある者の教育相談、訪問指導、
　適応指導等、不安解消に適応した相談を行った。
　　　相談総件数１，０１０件

Ａ 継 教育政策課

a

・体育館トイレ洋式化整備
　　沓見小・黒河小・気比中

A 継

・体育館の玄関にｽﾛｰﾌﾟを設置した
　　粟野中・角鹿中・気比中・東浦中

A 継 教育政策課

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策５　生涯学習などで人権尊重・平等の啓発を推進する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　６回　延べ５５８人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研修会、
　　デートDV防止講座、ＤＶ被害者支援専門研修会）

A 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　７回　延べ４３３人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研修会、
　　デートDV防止講座、ＤＶ被害者支援専門研修会）

A 継 市民協働課

b

生涯学習センター職員研修会
・ワークショップ「ほんとの空」ビデオ
　　参加者２０名 A 継

生涯学習センター職員研修会
・ＤＶＤ視聴「日常の人権Ⅰ～気づきから行動へ」
・参加型体験型研修「人権感覚に基づく窓口対応」
・講義「人権感覚に基づく電話対応」　　参加者１９名

Ａ 継 生涯学習課

c
敦賀市人権教育指導者研修会
・人権講演会　・ワークショップ　　参加者20名 A 継

敦賀市人権教育指導者研修会
・講演会「隣保館事業の歴史と人権のまちづくりを目指して」
　　参加者１１４名

Ａ 継 生涯学習課

a
男女共同参画推進事業
・男女共同参画関係図書の閲覧及び貸し出しを実施
　　平成２６年度新刊　１０冊

A 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画関係図書の閲覧及び貸し出しを実施
　　平成２７年度新刊　５冊

A 継 市民協働課

b
図書館蔵書整備
・市民の要望により関連図書を購入し、一般書架へ配架 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 図書館

①　学習講座で人権
尊重や男女平等を
考える

②　女性問題や男女
共同参画に関する
蔵書を充実する

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

②　教職員・児童・生
徒の悩み相談等を
充実する

③　人権に配慮した
校舎整備を行う
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策６　国際交流を通じて人権尊重を考える 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

国外姉妹都市提携業務委託事業
・姉妹都市　中国・台州市へ使節団を派遣し、
　若年層からの国際交流の意識づくりをしている。
　　小学校５・６年生　６名（５年生　１名、６年生　５名）

Ａ 継

国外姉妹都市提携業務委託事業
・若年層からの国際交流の意識づくりのため、姉妹都市　韓国・
　東海市への使節団を派遣を計画していたが、韓国における
　感染症流行のため中止。
　　派遣決定児童　小学５・６年生　６名（５年生 ２名、６年生 ４名）

Ｅ 継
観光・交流振興課
（H26国際交流貿
易課）

b

国外姉妹都市への使節団派遣等に対する協力
・姉妹都市　中華人民共和国浙江省へ児童親善使節団を
　派遣（国際交流貿易課主管事業）したり、浙江省児童の
　受け入れとして協力し、若年層からの意識を高めている。

Ａ 継

国外姉妹都市への使節団派遣等に対する協力
・姉妹都市　韓国東海市へ児童親善使節団を派遣　（観光・
　交流振興易課主管事業）、東海市の受け入れとして協力
　を予定していたが、MERSの影響により中止となった。

Ｅ 継 教育政策課

a
男女共同参画推進事業
・「REINAN国際交流の集い」（小浜市開催）の運営協力 A 継

男女共同参画推進事業
・国際交流を推進する団体へ男女共同参画推進講座の
　チラシを配布

Ｂ 継 市民協働課

b

国際交流団体活動支援事業
　イベントの開催及び参加を通じて、異文化に対する
　理解を深める機会とした。
・「ＲＥＩＮＡＮ国際交流の集い２０１４」への補助及び参加
　（９月２８日開催）

Ａ 継

国際交流団体活動支援事業
　イベントの開催及び参加を通じて、異文化に対する
　理解を深める機会とした。
・「ＲＥＩＮＡＮ国際交流のつどい２０１５」への補助及び参加
　（１１月８日開催　来場者　約４８０名）

Ａ 継
観光・交流振興課
（H26国際交流貿
易課）

c 新

敦賀スタンダードカリキュラム
・小学３年生は道徳で、中学３年生は道徳と社会で、
　杉原千畝の「命のビザ」について学んだ。

Ａ 継 教育政策課

d なし － 検 なし - 検 生涯学習課

a

小学校外国語活動支援員配置事業
・専門性を持ったＡＬＴを配置し、
　小学校外国語活動を円滑に行った。
　　　配置人数７名

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 教育政策課

b

生涯学習推進事業
・ロシア語講座、英会話講座、中国語講座、韓国語講座
　生涯学習センター及び２地区公民館において開催
　　　１８０回　　　２，９６９名参加

A 継

生涯学習推進事業
・ロシア語講座、英会話講座、中国語講座、韓国語講座
　生涯学習センター及び１地区公民館で開催
　　　１７５回　　２，６２６名参加

Ａ 継 生涯学習課

a
相談窓口
・外国籍の市民の相談等に関係機関と連携して対応
　　相談件数０件

C 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 C 継 生活安全課

b
関係団体との連携
・財団法人福井県国際交流嶺南センターと連携し、
　対応している。

Ａ 継
関係団体との連携
・公益財団法人福井県国際協会　福井県国際交流嶺南
　センターと連携し、対応している。

Ａ 継
観光・交流振興課
（H26国際交流振
興課）

③　外国語講座や外
国人向け日本語講
座を開催し、円滑な
コミュニケーションを
支援する

④　外国籍の市民向
け総合相談窓口の
設置や関連団体と
の連携を進める

平成２６年度 平成２７年度
課名

①　小・中学生の海
外派遣などを通じて
国際交流を深める

②　国際交流の場で
人権尊重を学ぶ機
会をつくる

計画項目
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　　基本目標Ⅱ　男女共同参画のための生活環境を整える

　基本課題（１）　家庭での意識改革を進める

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策７　男女ともにワーク・ライフ・バランスのあり方を尊重しあう 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

男女共同参画推進事業
・男女共同参画事業所推進員研修会で啓発
　　１回　２６人参加 A 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画事業所推進員研修会の開催
　　１回　４８人参加（うち事業所推進員２８人）
・男女共同参画推進講座の開催
　　１回　７７人参加

A 継 市民協働課

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　施策８　性別にとらわれない役割分担を行う 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a ─── ─ ─ ─── ─ ─
実施主体が
市民のため
記載なし

課名

①　家事や子育て、
介護についての分
担を性別に関係なく
夫婦や家族で話し
合って決める

①　ワーク・ライフ・
バランスについて啓
発を行う

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

　　　　生活面でのワーク・ライフ・バランスを実現するために、家庭内で男女のお互いの意思を尊重した
　　　役割分担、特に家事や子育て、介護などと仕事との調和を図ります。また地域や市を含めた広い支え
　　　合いを推進するとともに、ひとり親家庭を支援します。

　○　　家庭内での役割分担についてお互いの意思を尊重し合うよう、啓発を行います。

　○　　特に家事や子育て、介護など仕事とのバランスに大きく影響する役割については、重点的に啓発を進めます。
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　基本課題（２）　子育てにおける男女共同参画を推進する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策９　家族ぐるみ・地域ぐるみでの子育てを推進する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

１歳６か月児健診・３歳児健診事業
・各健診を実施し、疾病や障がい等を早期に発見し、治療や
　療育につなげると共に、保護者のストレスや育児不安に対
　して必要な支援を行った。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 健康管理センター

b

すこやか育児サポート事業
・母子健康手帳の交付から、妊娠期、出産、子育て期を通し
　て総合的な支援ができるよう、子どもの成長発達に応じた、
　訪問指導や相談、各種セミナーを実施した。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 健康管理センター

c

産後ケア事業
・産後、母自身の体調の回復や育児に不安を持つ方が、助
　産院に入所し、助産師による２４時間対応のケアを受ける
　ことで、自宅での育児に安心して向き合うことができるよう
　支援を行った。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 健康管理センター

d

妊婦健康診査事業
・妊娠中にかかる健診費用を公費で助成し、安心安全な
　出産を迎えることができるよう支援

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 健康管理センター

e

乳児健康診査事業
・３回（１か月・４か月・９～１０か月）の健康診査を公費負担で実施
　することで、疾病や障がい等を早期に発見し、治療や療育に
　つなげると共に、保護者のストレスや育児不安に対して必要な
　支援を行った。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 健康管理センター

①　周産期等におけ
る健康診査や子育
ての相談、乳児健康
診査などを実施する

　○　　子育てにおける女性の役割が大きい状況に対して、女性や子どもの健康維持を図ります。

　○　　子育てについて、男性がどのような役割を果たすべきか、また果たすことができるのかについて講座を開催
　　　し、男性の役割を積極的に考える機会を提供します。

　○　　地域ぐるみで子育て支援を推進するとともに、家庭の状況に対応した多様な保育サービスを展開します。

　○　　ひとり親家庭には経済的負担を軽減するため、手厚い支援を行います。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名
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f

地域子育て支援センター事業
・毎月、生後２ヶ月の乳児対象にベビーすこやかセミナーを実施。
　母親のストレス解消、母親同士の情報交換、仲間作りを支援。
　助産師、保健師、保育士が育児相談に対応。
　　参加延べ人数　２１１組
　母親同士の仲間作りに対する場の提供。
・月２回すくすく健康相談を実施し、身体計測、育児相談に対応。
　　参加延べ人数　１，３５０組
・月１回栄養士による食育講座を実施し、乳幼児の栄養面や
　食に関する不安の解消を図り、食に対する意識の向上を支援。

A 継

地域子育て支援センター事業
・毎月、生後２、３ヶ月の乳児対象にベビーすこやかセミナーを実施
　母親のストレス解消、母親同士の情報交換、仲間作りを支援。
　助産師、保育士が育児相談に対応。
　　参加延べ組数　　２４６組
　母親同士の仲間作りに対する場の提供。
・月2回すくすく健康相談を実施し、保健師、栄養士、保育士が身体
　計測、育児相談に対応。
　　すくすく健康相談　参加延べ組数　１，２１８組
　　計測ぐんぐん　　　参加延べ組数　  　７４０組
・月1回栄養士による食育講座を実施し、乳幼児の栄養面や
　食に関する不安の解消を図り、食に対する意識の向上を支援。

A 継
子育て総合
支援センター

a
男女共同参画推進事業
・男性の家事・育児支援講座を開催　２回
　　参加者延べ３６人（うち父親１５人）

A 継
男女共同参画推進事業
・男性の家事・育児支援講座を開催　２回
　　参加者延べ４８人（うち父親１９人）

A 継 市民協働課

b
地域子育て支援センター事業
・毎週土曜日に「パパと遊ぼう」を実施。 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継

子育て総合
支援センター

a

地域子育て支援拠点事業（子育て総合支援センター実施）
　（ひろば型１ヶ所、センター型２ヶ所、各地区出張ひろば）
・親子が気軽に集い、交流、育児相談等を行う場を設置し、
　地域における子育て支援機能の充実を図った。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

b

保育所地域活動事業
・小学生や未収園児、地域の方との交流、運動会、芋ほり
　等の活動を通して、保育内容の充実と世代間交流、福祉
　活動の推進を図った。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

c

マイ保育園登録事業
・妊婦や母親等が身近な保育園に登録することにより、
　出産前から入園までの間、特に不安の多いこの時期に
　保育士等が継続的な相談業務に応じた。
　また、通常保育園内において保護者と保育士の間で
　相談業務に応じた。
　　登録者数　　１０３人

A 継

マイ保育園登録事業
・妊婦や母親等が身近な保育園に登録することにより、
　出産前から入園までの間、特に不安の多いこの時期に
　保育士等が継続的な相談業務に応じた。
　また、通常保育園内において保護者と保育士の間で
　相談業務に応じた。
　　登録者数　　８９人

A 継
子育て総合
支援センター

d

地域子育て支援センター事業
・子育て中の親子が利用しやすいように、市内９ヶ所に
　出向いて出張子育てひろばを実施。
　　　参加延べ人数  ３，２９４人
・地域のひろばに、ボランティアの参加を呼びかける。
・子育てサークルに対し活動場所の提供。

A 継

地域子育て支援センター事業
・子育て中の親子が利用しやすいように、市内9ヶ所に
　出向いて出張子育てひろばを実施。
　　　参加延べ人数 　　2,885人
・地域のひろばに、ボランティアの参加を呼びかける。
・子育てサークルに対し活動場所の提供。

A 継
子育て総合
支援センター

e
親子なかよしひろば　全２０回
・参加者７８１名（大人４１８名　幼児３６３名） A 継

親子なかよしひろば　全１２回
・参加者４６７名（大人２２１名　幼児２４６名） Ａ 継 児童文化センター

f
関係団体の活動への支援
・子育てサークル等への活動場所の提供 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 児童文化センター

③　子育て支援ネッ
トワーク活動など、
地域全体で子育てを
支援する

①　周産期等におけ
る健康診査や子育
ての相談、乳児健康
診査などを実施する

②　子育てにおける
父親の役割を考える
講座を開催する
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１０　保育サービスの充実で子育てをサポートする 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

保育サービスの充実
　様々な保育サービスを提供し、子育てしやすい環境整備
　を行った。
　・通常保育事業（２１園）
　・一時預かり事業（７園）（名称変更）
　・延長保育事業（９園）
　・すみずみ子育てサポート事業（２ヶ所に委託）
　・休日保育事業（２園）
　・障害児保育事業（２１園）
　・産休明け保育事業（９園）
　・病後児保育事業（１園）

A 継

保育サービスの充実
　様々な保育サービスを提供し、子育てしやすい環境整備
　を行った。
　・通常保育事業（2１園）
　・一時預かり事業（7園）
　・延長保育事業（22園）
　・すみずみ子育てサポート事業（2ヶ所に委託）
　・休日保育事業（2園）
　・障害児保育事業（21園）
　・産休明け保育事業（9園）
　・病後児保育事業（1園）
  ・小規模保育事業（１園）

A 継 児童家庭課

a

放課後児童健全育成事業（小学校区内１２ヶ所で実施）
・小学1年生から３年生までの児童を対象に、放課後の
　適切な遊び場や生活の場を提供し、児童の健全育成
　を図ることで、保護者が安心して就労できるように
　支援した。
　　　利用延べ人数 １０２，８８５人（南児童クラブ含）
・子ども・子育て支援新制度の開始に向けて、市内5ヵ所
　に新たな児童クラブを整備した。

A 継

放課後児童健全育成事業（小学校区内17ヶ所で実施）
・小学1年生から６年生までの児童を対象に、放課後の
　適切な遊び場や生活の場を提供し、児童の健全育成
　を図ることで、保護者が安心して就労できるように
　支援した。
　　　利用延べ人数 １１９，７８２人
　　　（南児童クラブ、第３粟野南児童クラブ含）
・子ども・子育て支援新制度の開始に向けて、市内5ヵ所
　に新たな児童クラブを整備した。

A 継 児童家庭課

b

放課後児童健全育成事業
・南小学校区の1年生から3年生までの児童を対象に、
　授業終了後、適切な遊び場や生活の場を提供し、
　児童の健全育成を図り、保護者が安心して就労
　できるように支援した。
　　　利用延べ人数　　８，５９０人

A 継

放課後児童健全育成事業
・南小学校区及び粟野南小学校区の児童を対象に、授業終
了後、適切な遊び場や生活の場を提供し、児童の健全育成
を図り、保護者が安心して就労できるように支援した。
　南児童クラブ　　　　　　利用延べ人数　５，９０５人
　第3粟野南児童クラブ　利用延べ人数　２，０６０人
　　(平成２７年４月１日新規開設)

A 継
子育て総合
支援センター

c

放課後地域子ども教室
・３地区公民館において開催　４８５回　３，２０８名参加 A 継

放課後地域子ども教室
・平日の放課後又は週末、長期休暇期間中に開催
　　７地区公民館において開催　２５７回　２，６１９名参加

Ａ 継 生涯学習課

課名

①　子育て家庭の多
様なニーズに対応し
た保育サービスを充
実する

②　学童保育を充実
する

計画項目
平成２６年度 平成２７年度
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１１　ひとり親家庭を支援し、自立した生活環境をつくる 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

ひとり親家庭への支援事業
　経済的負担を軽減する各事業を実施した。
　・児童扶養手当支給事業（年３回支給）
　・母子家庭等医療費助成事業（毎月）
　・母子家庭等福祉資金貸付事業

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

a

母子家庭自立支援給付金
　経済的な自立を支援した。
　・教育訓練
　・高等職業訓練促進給付金（名称変更）
　・高等職業訓練修了支援給付金（名称変更）

A 継

母子家庭自立支援給付金
　経済的な自立を支援した。
　・教育訓練
　・高等職業訓練促進給付金
　・高等職業訓練修了支援給付金

A 継 児童家庭課

b

子育て等の相談への対応
　相談員等により適切な助言ができるよう対応した。
　・母子父子自立支援員（１人）（名称変更）
　・民生委員児童委員（各地区）
　・家庭児童相談員（４人）

A 継

子育て等の相談への対応
　相談員等により適切な助言ができるよう対応した。
　・母子・父子自立支援員（１人）
　・民生委員児童委員（各地区）
　・家庭児童相談員（４人）

A 継 児童家庭課

c

地域子育て支援センター事業
・安心して相談ができるように、独立した相談室、
　相談電話を設置。
・保育士が常時相談に応じると共に、必要な情報提供を実施。
　働きながら安心して子育てができるように支援。

A 継

地域子育て支援センター事業、利用者支援事業
・安心して相談ができるように、利用者支援窓口、
　相談電話を設置。
・保育士が常時相談に応じると共に、必要な情報提供を実施。
　働きながら安心して子育てができるように支援。

A 継
子育て総合
支援センター

②　ひとり親家庭が
安心して子育てがで
きるよう、相談活動
や就職支援などを行
う

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　ひとり親家庭の
経済的負担を軽減
する助成制度を実
施する

‐15‐



　基本課題(3)　高齢者や障がい者福祉・介護における男女共同参画を推進する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１２　福祉サービスの充実で高齢者の生活を支援する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

老人福祉バス運行事業
・教養の向上、健康増進のための老人クラブ行事に対し、
　市民福祉会館等までバスを運行し支援
　　　バス利用回数（往復）　大型４９回、小型６１回

Ａ 継

老人福祉バス運行事業
・教養の向上、健康増進のための老人クラブ行事に対し、
　市民福祉会館等までバスを運行し支援
　　　バス利用回数（往復）　大型５４回、小型５９回

A 継 地域福祉課

b

いきいき生涯大学・大学院運営事業
・歴史、文学、教養講座を開催（月1、2回）し、高齢者の
　教養を深めることを支援
　　大学生数　９４人
　　大学院生数　５４人

Ａ 継

いきいき生涯大学・大学院運営事業
・歴史、文学、教養講座を開催（月１～２回）し、高齢者の
　教養を深めることを支援
　　大学生数　８６人
　　大学院生数　３５人

A 継 地域福祉課

c

高齢者外出支援事業
・７５歳以上の高齢者にバス、タクシー、介護タクシー、
　リラポート及び市民福祉会館で利用できる外出支援券
　を交付し、在宅高齢者の積極的な社会参加を支援
　　　利用者数４，９６１人

Ａ 継

高齢者外出支援事業
・７５歳以上の高齢者にバス、タクシー、介護タクシー、
　リラポート及び市民福祉会館で利用できる外出支援券
　を交付し、在宅高齢者の積極的な社会参加を支援
　　　利用者数４，８５８人

A 継 地域福祉課

d

健康診査事業
・いきいきと自分らしく生きる健康寿命の延伸を図るため、
　生活習慣病予防や介護予防につながるよう支援

Ａ 継

健康診査事業
・いきいきと自分らしく生きる健康寿命の延伸を図るため、
　生活習慣病予防や介護予防につながるよう支援

Ａ 継 健康管理センター

e

介護予防一次予防事業（一般高齢者対象）
・からだ元気アップ教室、脳の健康教室、
　地域ふれあいサロン等を実施。
　　７事業実施　延２，１８５回実施　延２６，８９２人参加

Ａ 継

介護予防一次予防事業（一般高齢者対象）
・からだ元気アップ教室、脳の健康教室、
　地域ふれあいサロン等を実施。
　　７事業実施　延２，３４６回実施　延２８，１００人参加

A 継 介護保険課

f

高齢者学級
・各地区の公民館において、教養講座や歴史講座の他、
　健康教室を開催
　　９地区公民館において開催　４１回　３，２８０名参加

Ａ 継

高齢者学級
・各地区の公民館において、教養講座や歴史講座の他、
　健康教室を開催
　　９地区公民館において開催　３８回　２，８００名参加

Ａ 継 生涯学習課

①　元気な高齢者の
健康維持や生きが
いづくりを支援する

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

　○　　あらゆる障がい者や高齢者が、快適な生活を送ることができるよう、福祉サービスや生きがいづくりなどの
　　　施策を実施します。
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a

高齢者外出支援事業
・７５歳以上の高齢者にバス、タクシー、介護タクシー、
　リラポート及び市民福祉会館で利用できる外出支援券
　を交付し、在宅高齢者の積極的な社会参加を支援
　　　利用者数４，９６１人

Ａ 継

高齢者外出支援事業
・７５歳以上の高齢者にバス、タクシー、介護タクシー、
　リラポート及び市民福祉会館で利用できる外出支援券
　を交付し、在宅高齢者の積極的な社会参加を支援
　　　利用者数４，８５８人

A 継 地域福祉課

b

相談支援事業費
・相談者に対し必要な情報の提供や助言、関係機関との
　連絡調整を行い、障害者本人や保護者を支援
　　　延べ相談件数１２，５１４件

Ａ 継

相談支援事業費
・相談者に対し必要な情報の提供や助言、関係機関との
　連絡調整を行い、障害者本人や保護者を支援
　　　延べ相談件数１３，０６１件

Ａ 継 地域福祉課

c

重度身体障害者住宅改造補助金
・重度身体障害者が、日常生活に障害となる住宅を
　改造する場合に費用の一部を補助
　　補助件数３件

A 継

重度身体障害者住宅改造補助金
・重度身体障害者が、日常生活に障害となる住宅を
　改造する場合に費用の一部を補助
　　補助件数１件

A 継 地域福祉課

d

障害福祉サービス費
・在宅又は施設において、生活上または療養上の必要な
　介護等の支援を援助
・家庭に複数の障害福祉サービス利用者がいる場合等に
　それぞれの合算額が上限額を超過した場合に超過額を
　支給し支援
・身体的又は社会的なリハビリテーションや就労への
　つながりを支援
　　　介護給付費　対象延べ人数　　４，７１２人
  　　訓練等給付費　対象延べ人数　　２，４６７人
　　　計画相談支援給付費　対象延べ人数　　８９９人

Ａ 継

障害福祉サービス費
・在宅又は施設において、生活上または療養上の必要な
　介護等の支援を援助
・家庭に複数の障害福祉サービス利用者がいる場合等に
　それぞれの合算額が上限額を超過した場合に超過額を
　支給し支援
・身体的又は社会的なリハビリテーションや就労への
　つながりを支援
　　　介護給付費　対象延べ人数　　４，９５５人
  　　訓練等給付費　対象延べ人数　　２，６８３人
　　　計画相談支援給付費　対象延べ人数　　１，１２２人

Ａ 継 地域福祉課

e

補装具費
・義肢､装具､車いす等の補装具の購入や修理に係る
　費用を支給
　　　支給件数１５９件

Ａ 継

補装具費
・義肢､装具､車いす等の補装具の購入や修理に係る
　費用を支給
　　　支給件数１５１件

Ａ 継 地域福祉課

f
日常生活用具給付事業
・障害者に、日常生活用具を給付し、自立した日常生活を支援
　　　給付件数１，４７９件

Ａ 継

日常生活用具給付事業
・障害者に、日常生活用具を給付し、自立した日常生活を支援
　　　給付件数１，６１６件

Ａ 継 地域福祉課

g

移動支援事業
・障害者の自立生活や社会参加を促すため、外出時の
　移動を支援
　　　延べ利用者数２８６人

Ａ 継

移動支援事業
・障害者の自立生活や社会参加を促すため、外出時の
　移動を支援
　　　延べ利用者数380人

Ａ 継 地域福祉課

h

地域活動支援センター事業
・施設にて、創作的活動、生産活動の機会の提供し、
　社会との交流などを支援
　　　延べ利用者数３，２９６人

Ａ 継

地域活動支援センター事業
・施設にて、創作的活動、生産活動の機会の提供し、
　社会との交流などを支援
　　　延べ利用者数４，２７７人

Ａ 継 地域福祉課

②　住み慣れた地
域・自宅での生活が
続けられるサービス
を提供する
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i

生活サポート事業
・介護給付の支給対象とならない障害者に対し、家事や
 日常生活に関して必要な支援を行う。
　　　延利用者数３３名

Ａ 継

生活サポート事業
・介護給付の支給対象とならない障害者に対し、家事や
 日常生活に関して必要な支援を行う。
　　　延利用者数４４名

Ａ 継 地域福祉課

j

市営住宅住宅交換
・エレベーターが設置されていない市営住宅の２階以上の
　入居世帯で、身体が不自由なため１階へ移転
　　　実績３件

Ａ 継

市営住宅住宅交換
・エレベーターが設置されていない市営住宅の２階以上の
　入居世帯で、身体が不自由なため１階へ移転
　　　実績３件

Ａ 継 住宅政策課

k

市営住宅維持修繕
・市営住宅内の手すり等バリアフリー修繕及び改修工事
　　　実績２件

Ａ 継

市営住宅維持修繕
・市営住宅内の手すり等バリアフリー修繕及び改修工事
　　　実績３件

Ａ 継 住宅政策課

l

介護予防二次予防事業
　（要介護状態となる恐れの高い高齢者対象）
　・よくばり貯筋教室、元気はつらつ倶楽部の2事業を実施。
　　　延１６８回実施　延１，８４１人参加

Ａ 継

介護予防二次予防事業
　（要介護状態となる恐れの高い高齢者対象）
　・よくばり貯筋教室、元気はつらつ倶楽部の2事業を実施。
　　　延１３２回実施　延１，６５１人参加

A 継 介護保険課

m

包括的支援事業
・地域の高齢者のあらゆる相談（虐待・権利擁護含む）に
  対応し、情報提供や関係機関との連携等を実施した。
　　　総合相談件数　延７，１０９件

Ａ 継

包括的支援事業
・地域の高齢者のあらゆる相談（虐待・権利擁護含む）に
  対応し、情報提供や関係機関との連携等を実施した。
　　　総合相談件数　延７，３１０件

A 継 介護保険課

n

居宅介護（予防）サービス給付事業
・住み慣れた地域での生活が継続できるよう、
　訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、住宅改修費等
　の各保険給付を行った。
　　　延８４，３４８件

Ａ 継

居宅介護（予防）サービス給付事業
・住み慣れた地域での生活が継続できるよう、
　訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、住宅改修費等
　の各保険給付を行った。
　　　延８８，０５９件

A 継 介護保険課

a

緊急通報システム整備事業
・自宅で急病や災害等緊急時に、ボタン・センサーで異常を
 判断しセンターに通報することにより、ひとり暮らし高齢者の
 在宅生活を支援
　　　利用者数４４５人

Ａ 継

緊急通報システム整備事業
・自宅で急病や災害等緊急時に、ボタン・センサーで異常を
 判断しセンターに通報することにより、ひとり暮らし高齢者の
 在宅生活を支援
　　　利用者数４１７人

A 継 地域福祉課

c

寝具洗濯サービス事業
・年1回寝具の洗濯乾燥の助成を行い、
　高齢者が住み慣れた自宅での継続した生活支援
　　　利用者数４２６人

Ａ 継

寝具洗濯サービス事業
・年1回寝具の洗濯乾燥の助成を行い、
　高齢者が住み慣れた自宅での継続した生活支援
　　　利用者数３９４人

A 継 地域福祉課

③　単身世帯でも住
み慣れた地域・自宅
での生活が続けられ
るサービスを提供す
る

②　住み慣れた地
域・自宅での生活が
続けられるサービス
を提供する
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d

高齢者所在確認事業
・所在確認装置購入等に要した費用の一部を助成し、
　徘徊高齢者の在宅生活を支援
　　　支給実績なし

Ａ 継

高齢者所在確認事業
・所在確認装置購入等に要した費用の一部を助成し、
　徘徊高齢者の在宅生活を支援
　　　支給件数１件

A 継 地域福祉課

e

住環境整備事業
・要介護3以上または、車いすを使用し要介護1以上と
　認定された高齢者の自宅を暮らしやすい住空間にす
　るため、洗面台、昇降機の取り付け等改修費用の一
　部を助成し、在宅生活を支援　　　　助成件数２件

Ａ 継

住環境整備事業
・要介護3以上または、車いすを使用し要介護1以上と
　認定された高齢者の自宅を暮らしやすい住空間にす
　るため、洗面台、昇降機の取り付け等改修費用の一
　部を助成し、在宅生活を支援　　　　助成件数４件

A 継 地域福祉課

f なし － 検 なし － 検 介護保険課

a

ねたきり老人等介護福祉手当支給事業
・在宅にて、ねたきり高齢者を常時介護をしている方を
　支援するために福祉手当を支給
　　　支給件数２９４件

Ａ 継

ねたきり老人等介護福祉手当支給事業
・在宅にて、ねたきり高齢者を常時介護をしている方を
　支援するために福祉手当を支給
　　　支給件数２８３件

A 継 地域福祉課

b

訪問入浴サービス事業
・寝たきりの重度障害者の家庭に移動入浴車を派遣し、
　入浴の介助を行い、在宅生活を支援
　　　派遣延べ回数５１２回

Ａ 継

訪問入浴サービス事業
・寝たきりの重度障害者の家庭に移動入浴車を派遣し、
　入浴の介助を行い、在宅生活を支援
　　　派遣延べ回数４４０回

Ａ 継 地域福祉課

c

日中一時支援事業
・介護者が一時的に介護ができない場合等、日中活動の
　提供や見守りなどを支援
　　　延べ利用者数９８２人

Ａ 継

日中一時支援事業
・介護者が一時的に介護ができない場合等、日中活動の
　提供や見守りなどを支援
　　　延べ利用者数１，０４０人

Ａ 継 地域福祉課

d

重症心身障害者等福祉手当支給事業
・重症心身障害者等の介護者に対し福祉手当を
　支給することにより、在宅重度障害者の家族を支援
　　　延べ支給人数１１，１３２人

Ａ 継

重症心身障害児（者）等福祉手当支給事業
・重症心身障害児（者）等の介護者に対し福祉手当を
　支給することにより、在宅重度障害者の家族を支援
　　　延べ支給人数１１，１８９人

Ａ 継 地域福祉課

e

重度身体障害者住宅改造補助金
・重度身体障害者が、日常生活に障害となる住宅を
　改造する場合に費用の一部を補助
　　補助件数３件

A 継

重度身体障害者住宅改造補助金
・重度身体障害者が、日常生活に障害となる住宅を
　改造する場合に費用の一部を補助
　　補助件数１件

A 継 地域福祉課

f

重度身体障害者等タクシー利用助成費
・外出の機会を設けるため、重度身体障害者等に
　タクシーチケットを交付
　　　利用件数タクシー５，１５１件　　リフトタクシー２，０２９件

Ａ 継

重度身体障害者等タクシー利用助成費
・外出の機会を設けるため、重度身体障害者等に
　タクシーチケットを交付
　　　利用件数タクシー４，７７６件　　リフトタクシー２，０７２件

A 継 地域福祉課

g

家族介護継続支援事業
・家族の介護負担を軽減するため、要介護認定者の方に
　対して紙おむつ購入のための費用の助成を実施。
　　　延９，８４１件　（１月３，０００円）

Ａ 検

家族介護継続支援事業
・家族の介護負担を軽減するため、要介護認定者の方に
　対して紙おむつ購入のための費用の助成を実施
　　　延１０，４６８件　（１月３，０００円）

A 検 介護保険課

④　家族による介護
の心身・経済的負担
を軽減するため、介
護福祉サービスを充
実する

③　単身世帯でも住
み慣れた地域・自宅
での生活が続けられ
るサービスを提供す
る
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a

男女共同参画推進事業
・男女共同参画地域推進員研修会の開催
　　１回　１８人参加

Ａ 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画推進講座の開催
　　１回　７７人参加

A 継 市民協働課

b
なし

－ 検
なし

－ 検 介護保険課

a
男女共同参画推進事業
・市民活動団体等が企画する事業等に対する支援 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

b

市民協働推進事業
・市民協働事業補助金制度の周知及び交付
　　交付件数　６件

A 継

市民協働推進事業
・市民協働事業補助金制度の周知及び交付
　　交付件数　４件

Ｂ 継 市民協働課

c
なし

─ 検
なし

－ 検 介護保険課

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１３　バリアフリーの空間づくりを進める 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a ─── ─ ─ ─── ─ ─
実施主体が
市民のため
記載なし

a

市役所庁舎管理
　庁舎内において老若男女が利用しやすい空間整備を
　心がけている。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 契約管理課

b

利用しやすい施設への取り組み
・学校祭等一般の方が来校される時、車椅子も利用しやすい
　ように段差等を配慮した。 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 看護専門学校

c
男女共同参画センター管理運営事業
・スロープの設置等により、利用しやすい施設となるよう配慮 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

②　ユニバーサルデ
ザインに配慮した公
共空間を整備する

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　市民が積極的に
ボランティア活動等
に参加する

⑤　介護における男
性の役割を考える講
座を開催する

⑥　福祉サービスを
提供する市民活動
団体や機関の活動
を促進する
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d

施設のバリアフリー化
・出先機関については、設置済 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 地域福祉課

e

幼児用トイレの改修
・保育園幼児便器を和式便器から洋式便器に改修した。
　　粟野保育園１ヶ所

A 継

幼児用トイレの改修
・保育園幼児便器を和式便器から洋式便器に改修した。
　　沓見保育園１ヶ所

A 継 児童家庭課

f

子育て総合支援センター管理運営事業
・入口へのスロープ設置や段差の解消など、利用しやすい
　環境に配慮している A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継

子育て総合
支援センター

g

こどもの国施設整備事業
・Ｈ２５年度改修工事でエレベーターの新設とスロープの
　増設を行った。
・児童文化センター管理運営費で継続し保守点検等を行った。

A 継

こどもの国施設整備事業
・Ｈ２５年度改修工事によりエレベーター新設とスロープ増設済み
・児童文化センター管理運営費で継続し保守点検等を行った。 A 継

児童文化
センター

h

地域密着型サービス事業所の整備
・地域密着型介護老人福祉施設　　１事業所
・認知症対応型通所介護事業所　　１事業所 A 継

地域密着型サービス事業所の整備
・小規模多機能型居宅介護　　１事業所
・認知症対応型通所介護事業所　　１事業所 A 継 介護保険課

i

きらめきみなと館（施設管理）
・障がい者用トイレ、車いす用観覧エリア（小ホール）を
　設置している。（従来より） Ａ 継

きらめきみなと館・赤レンガ倉庫（施設管理）
・障がい者用トイレ、車いす用観覧エリア（みなと館小ホ
　ール）、車いす用階段昇降機（赤レンガ倉庫）を設置し
　ている。

Ａ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

j
人道の港　敦賀ムゼウム（施設管理）
・障がい者用トイレ、エレベーターを設置している。
　（従来より）

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継
観光・交流振興課
（H26国際交流貿
易課）

k

公園管理および整備事業
・公園利用者の安全性や利便性を向上させるため、老朽化等
　により機能が低下した公園施設の改修を行った。
　また、誰もが快適に利用できるように管理に努めた。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 都市政策課

l

市有施設等の建設、改修時におけるバリアフリー化
・中郷小学校トイレの洋式化及び段差解消

Ａ 継

市有施設等の建設、改修時におけるバリアフリー化
・櫛林保育園トイレの洋式化及び段差解消

Ａ 継 住宅政策課

m

利用しやすい施設への取り組み
・入院・外来患者等に対しアンケートを実施し、また、
　敦賀病院運営モニター懇談会を開催し意見を聴取して
　患者へのサービス向上に努めている。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 病院総務企画課

②　ユニバーサルデ
ザインに配慮した公
共空間を整備する
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n
体育館トイレ洋式化整備
・沓見小・黒河小・気比中 A 継

体育館玄関にｽﾛｰﾌﾟ設置
・粟野中・角鹿中・気比中・東浦中 Ａ 継 教育政策課

o
施設入り口にスロープ等設置済み
・生涯学習センターおよび9地区公民館 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 生涯学習課

p
図書館管理運営
・スロープやエレベーター、多目的トイレ等を設置済 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 図書館

q

博物館管理運営事業
・入口には、可搬式のスロープで対応、エレベーターも
　設置済
・博物館収蔵庫棟に多目的トイレを設置
　　（平成２４年度完成）

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市立博物館

r

博物館建物修復事業
・段差のある入口用にスロープを購入
　エレベーターを設置
・博物館附属施設である博物館収蔵庫棟
　（平成２４年度完成済）に多目的トイレを設置

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市立博物館

s

傍聴席入口のバリアフリー化
・議場傍聴席への出入りについては、
　階段のみとなっており、車椅子利用者が来場した際には
　職員が運ぶことで対応しているが、今年度 は実績なし。

Ｃ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｃ 継 議会事務局

②　ユニバーサルデ
ザインに配慮した公
共空間を整備する

‐22‐



　　基本目標Ⅲ　男女共同参画のための仕事環境をつくる

　基本課題(1)　仕事での啓発を行う

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１４　男女雇用機会均等法などの啓発を行う 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
なし

－ 検
なし

－ 検 総務課

b 新
庁内掲示による周知・啓発
・労働局等から情報提供のあったものについて、
庁内に掲示等を行い、周知・啓発に努めた。

Ｂ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

c

パートタイム労働法に対する支援
・職員募集については、ホームページへの掲載、公共職
　業安定所へ求人申込みにより広報を行うとともに、採用
　試験前に説明会を開催し、理解の促進を図っている。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 病院総務企画課

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　男女雇用機会均
等法やパートタイム
労働法などを事業
者、労働者双方へ啓
発する

　　　　仕事面でのワーク・ライフ・バランスを実現するために、必要な施策を推進します。とりわけ女性
　　　の仕事環境としてセクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントの防止、管理職の登用等を進
　　　め、また出産・育児前後における子育てと仕事に対する希望が実現するよう、企業の制度導入や就職
　　　相談等を行います。さらに農林水産業や自営業においても男女共同参画を進めます。

　○　　男女雇用機会均等法や改正パートタイム労働法、育児・介護休業法など、仕事における男女共同参画を推進
　　　するための各種の法制度の推進を図ります。

　○　　ワーク・ライフ・バランスの取り組みを推進するために、活動団体への支援をはじめ、様々な情報発信や啓
　　　発を行います。
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a
なし

－ 検
なし

－ 検
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

a
相談事業
・相談者に対し、適切な情報提供を実施 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

a
代替職員の補充
・休業している職員の事務分担等を考慮し、
　必要な代替職員を配置

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

b
次世代育成支援対策行動計画の策定
・策定済み Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１５　職場でのワーク・ライフ・バランスの啓発を行う 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

リフレッシュ休暇の取得促進
・夏季休暇とあわせて年次休暇を取得し、長期休暇の
　取得に努めるよう周知を行った。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

b
夏季休暇の取得促進
・夏季休暇の取得促進を行った。（取得率　９１.６％） Ａ 継

夏季休暇の取得促進
・夏季休暇の取得促進を行った。（取得率　９１．５％） Ａ 継 総務課

c

男女共同参画推進事業
・男女共同参画事業所推進員の研修会で啓発
　　１回　２６人参加 A 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画事業所推進員研修会の開催
　　１回　４８人参加（うち事業所推進員２８人）
・男女共同参画推進講座の開催
　　１回　７７人参加

A 継 市民協働課

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　一人ひとりが望
む働き方ができるよ
う、仕事と生活の調
和の重要性を普及さ
せる

②　主体的に啓発を
行う団体を支援する

③　相談内容に応じ
て適切に窓口を紹
介する

④　男女共同参画に
関する制度を導入す
る
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　基本課題(2)　就職における男女共同参画を推進する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１６　多様な働き方を尊重する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

代替職員の補充
・休業している職員の事務分担等を考慮し、
　必要な代替職員を配置

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

b
次世代育成支援対策行動計画の策定
・策定済み Ａ 検 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 検 総務課

c

育児短時間勤務制度及び育児部分休業制度の導入
・育児短時間勤務：取得者 １１名
・育児部分休業：取得者 ３名

Ａ 継

育児短時間勤務制度及び育児部分休業制度の導入
・育児短時間勤務：取得者 １９名
・育児部分休業：取得者 ４名

Ａ 継 総務課

d

労働環境の改善
・個人の希望に応じた勤務体制の導入を実施しており、
　また職員満足度の向上を図るため、ＥＳ（職員満足）
　チームを設置した。

Ａ 継

労働環境の改善
・ライフワークバランスや個人の希望に応じた勤務体制の導入を
　実施しており、また職員満足度の向上を図るため、ＥＳ（職員満
　足）部会を設置し、労働環境の改善に取り組んだ。

Ａ 継 病院総務企画課

課名

①　各種休業制度の
導入と利用、時差出
勤、フレックス勤務制
度など、個々の希望に
応じた勤務が可能とな
る独自の仕組みを積
極的に導入する

　○　　多くの人が働きやすい環境となるよう、各種休業制度のさらなる普及・推進を図ります。

　○　　働く人それぞれの要望に沿った就労環境が実現できるよう、新たな制度導入の啓発や支援を行います。

　○　　子育てと仕事のバランスについて女性や家庭の希望が実現するよう、企業の制度導入を推進します。

　○　　子育て期間に離職した女性が円滑に再就職できるよう、相談・支援を行います。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１７　子育て後の再就職など雇用支援を行う 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a なし
－ 検

なし
－ 検 市民協働課

b
講座開催情報の提供
・ひとり親家庭に対して、講座の案内を各種申請時に
　周知した。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

a なし
－ 検

なし
－ 検 総務課

b
なし

－ 検
男女共同参画センター管理運営事業
・ミニジョブカフェに部屋を貸し出し、求人に関する
  情報提供等の支援

A 継 市民協働課

c
相談等への対応
・ひとり親家庭に対して、就職等の相談や支援を行った。 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

d

ミニジョブカフェ敦賀運営事業費
　(若年齢者就職支援事業費）
　・若年層を対象とした職業適性診断、
　　キャリアカウンセリング等の各種就職支援を実施

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

e

シルバー人材センター事業費補助金
　（高年齢者就業機会確保事業費補助金）
　・高年齢者の日常に密着した、就業機会の確保事業を実施

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

f

大学生等就職説明会開催負担金
・大学生等企業説明会実行委員会が主催する大学生等就職
　説明会への共同参加等、地元企業の従業員を確保
　するための事業を実施

Ａ 継

企業説明会開催事業費
・本市、美浜町、若狭町が主催（ハローワーク共催）する
　大学卒業予定者等を対象とした企業説明会を開催し、
　地元企業の従業員を確保するための施策を実施

Ａ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策１８　男女の雇用促進を図るための能力向上を図る 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
男女共同参画推進事業
・県の開催する講座や研修会の周知・広報への協力 Ｃ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｃ 継 市民協働課

平成２７年度
課名

①　職業能力開発講
座への参加を促進
する

①　再就職に向けて
の講座や研修会を
実施する

②　求人に関する情
報提供や再就職の
相談・支援を行う

計画項目
平成２６年度

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名
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b
講座開催情報の提供
・ひとり親家庭に対して、助成制度を活用し、職業能力
　開発講座への参加を促した。

B 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 B 継 児童家庭課

c

中小企業人材育成事業費補助金
・中小企業者における人材育成研修に係る受講経費の
　一部を補助 Ａ 継

中小企業人材育成事業費補助金
・中小企業者における人材育成研修に係る受講経費の
　一部を補助
・利用状況を勘案し、一定の効果が得られたと判断した
　ため、今年度限りで廃止。

Ａ 廃
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

　基本課題(3)　勤労における男女共同参画を推進する

施策１９　セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントのない 評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

　　　　　　職場づくりを推進する 次年度欄　　　新：新規に取り組む　　継：継続する　　検：内容等を検討する　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

相談苦情処理窓口
・平成１１年４月に相談窓口設置済み Ｃ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｃ 継 総務課

b
相談事業
・相談窓口での対応と必要に応じて労働局等との連携 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

c

セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントのない
職場づくり
・総務企画課において相談対応しており、労働安全衛生
　委員会において監視体制を強化している。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 病院総務企画課

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　セクシュアル・ハ
ラスメント、パワー・
ハラスメントに関す
る相談窓口を開設
し、防止を図る

①　職業能力開発講
座への参加を促進
する

　○　　セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントの防止や女性職員の管理職登用の推進などについて、
　　　企業などの自主的な取り組みを促すため、学習会の開催など制度導入の啓発や支援を行います。
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２０　男女とも育児休業や介護休業をとりやすくする 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
子育て支援ハンドブック
・育児休業の制度や出産・育児に係る支援措置等を
　庁内掲示板にて周知している。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

b
男女共同参画推進事業
・男女共同参画事業所推進員の研修会等で啓発
　　１回　２６人参加

Ａ 継
男女共同参画推進事業
・男女共同参画事業所推進員の研修会等で啓発
　　１回　４８人参加（うち事業所推進員２８人）

Ａ 継 市民協働課

c

育児休業・介護休業の両性による取得の促進
・休業制度の周知を図るとともに、取得のためのサポート
　体制を整え、実施している
　　　自己啓発休業制度取得者　１名

Ａ 継

育児休業・介護休業の両性による取得の促進
・休業制度の周知を図るとともに、取得のためのサポート
　体制を整え、実施している
　　　自己啓発休業制度取得者　２名

Ａ 継 病院総務企画課

a
代替職員の補充
・休業している職員の事務分担等を考慮し、
　必要な代替職員を配置

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

b
育児休業・介護休業の両性による取得の促進
・必要に応じ、育児・介護休暇の制度説明を実施
　育児休暇取得者　３２名、育児短時間勤務取得者　１１名

Ａ 継

育児休業・介護休業の両性による取得の促進
・必要に応じ、育児・介護休暇の制度説明を実施
　育児休暇取得者　４１名、育児短時間勤務取得者　１５名

Ａ 継 病院総務企画課

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２１　管理職への登用や意思決定に際して女性の参画機会を広げる 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

管理職昇格試験制度
・管理職、係長、主査昇格試験をそれぞれ実施
・人事異動において、男女を問わず、客観的判断基準に
　基づき、昇格者を決定する。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

平成２６年度 平成２７年度
課名

①　人事考課制度を
導入し女性職員を管
理職等に積極的に
登用する

①　休業制度等の周
知や先進地事例の
紹介を通じて制度の
活用を図る

②　育児・介護休業
が取得しやすい職場
の雰囲気をつくる

計画項目

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名
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a

新任係長研修等各種研修
・市が企画する研修及び派遣研修ともに男女平等に
　受講者を選定している。 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

　基本課題(4）　農林水産業や自営業などで男女共同参画を推進する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２２　女性の経営への参画機会を拡大する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
農業委員会
　委員総数１７名　うち女性委員３名 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 農林水産振興課

b

新規就農者育成支援事業費
・新規就農をした方が円滑に就農するための就農環境
　整備や経営安定の支援を行った。（女性２名）

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 農林水産振興課

a
女性経営者の会事業補助金
・女性経営者の自己研鑽、育成を支援 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継

商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

b

その他諸経費（農業振興費）
・生活改善等の活動を積極的に実践している女性グループ
　「敦賀市生活改善グループ連絡研究会」に対し支援を行い、
　より良い農山漁村づくりと家庭づくりの方法を研究し実行
　することにより、生活改善の促進を図った。
　　　（会員数１８名　全て女性）

Ｃ 検 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 C 検 農林水産振興課

課名

①　女性の農業委員
の確保など、農業・漁
業及び林業経営の方
針決定過程へ女性の
参画拡大を図る

②　女性経営者の学
習・研鑽活動を充実
する

　○　　農林水産業は家庭や集落単位で営まれていることが多く、安定した経営のため、男女共同参画の視点が不可欠
　　　となります。

　○　　女性が主体的に経営参画できるよう支援を行います。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

②　リーダーや管理
職に就くための研修
やキャリア・アップの
機会を男女平等に
与える
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　　基本目標Ⅳ　男女共同参画のまちづくりを推進する

　基本課題(1)　地区コミュニティでのまちづくり活動で男女共同参画を推進する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２３　あらゆる機会をとらえて啓発を行う 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
男女共同参画推進事業
・駅前ふれあい市にて啓発チラシを配布 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

課名

①　地域の施設やイ
ベントを通じて啓発
を行う

　○　　男女共同参画が参加者の主体性によって進むよう、地区活動の場における男女共同参画の啓発を積極的に行
　　　います。

　○　　地区の自主的な判断によって女性が登用されるよう、市での取り組みを進めます。

　○　　生活を守るための防災や災害時要援護者支援などについて、男女共同参画を積極的に進めることによって、
　　　円滑な活動を推進します。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

　　　　お住まいの地区や友人など団体で主体的に活動する場で、男女共同参画を推進します。地区活動の
　　　場における啓発を行うとともに、女性役員の登用を促進します。また生活を守るための防災や災害時
　　　要援護者支援については、男女共同参画を積極的に進めることによって円滑な活動を推進します。さ
　　　らにボランティア団体やＮＰＯ法人の活動を支援し、あらゆる団体における男女共同参画を推進しま
　　　す。
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a

区長連合会等への働きかけ
・各区における役員等への女性の登用促進を働きかけている。

Ｃ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｃ 継 総務課

a

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　２回　延べ１００人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画地域推進員研修会）
・つるが男女共同参画ネットワークの防災セミナーの
　開催に対する支援

A 継

男女共同参画推進事業
・goo!goo!の会が主催する、男女共同参画の視点から
　防災活動の啓発を行うための、防災ワークショップの
　開催に対する支援 A 継 市民協働課

b 新

市民協働推進事業
・女性の視点による防災まちづくり検討会（防災ウィメン）の
　活動に対する支援 A 継 市民協働課

c 新
女性によるワーキンググループに対して、防災に関する助言を行っ
た。 Ａ 継 危機管理対策課

d

災害時要援護対策等推進事業費
・ひとり暮らし高齢者や障がい者等災害時要援護者の
　災害時における地域ぐるみの避難支援体制を整える
　ことによって、スムーズな避難を支援
　　　要援護者台帳　１，８５２名登録

A 検

避難行動要支援対策等推進事業費
・ひとり暮らし高齢者や障がい者等災害時要支援者の
　災害時における地域ぐるみの避難支援体制を整える
　ことによって、スムーズな避難を支援
　　　要支援者台帳　１，２２１名登録

Ｂ 継 地域福祉課

e

環境保全活動など快適な生活環境づくりへの取り組み
・クリーンアップふくい大作戦による気比の松原での清掃活動
　　　６月１日（日）　約１，５００人参加

Ａ 継

環境保全活動など快適な生活環境づくりへの取り組み
・クリーンアップふくい大作戦による気比の松原での清掃活動
　　　6月7日（日）　約１，６００人参加

Ａ 継 環境・廃棄物対策課

f

環境美化推進員活動
・各地区に、地元から選任された環境美化推進員を配置し、
　家庭から出るごみの分別指導と、ごみステーションの美化を
　推進することで、地域の環境美化に貢献した。
　　　推進員総数２５５名　うち女性６３名

A 継

環境美化推進員活動
・各地区に、地元から選任された環境美化推進員を配置し、
　家庭から出るごみの分別指導と、ごみステーションの美化を
　推進することで、地域の環境美化に貢献した。
　　　推進員総数２６２名　うち女性６２名

A 継 清掃センター

a ─── ─ ─ ─── ─ ─
実施主体が
市民のため
記載なし

②　区長やPTA会長
等地域団体の代表
または役員などへの
女性の登用を促進
する

③　男女共同参画の
視点で地域防災活
動や災害時要援護
者支援、環境保全活
動を行う

④　男女とも地区コ
ミュニティの活動に
積極的に参加する
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　基本課題(2)　市民活動団体における男女共同参画を推進する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２４　まちづくり活動の団体を育成・支援する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
男女共同参画推進事業
・つるが男女共同参画ネットワークの活動に対する支援を実施 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

b
市民協働推進事業
・市民活動団体等に市民協働事業補助金制度の周知
　及び交付を実施　　交付件数　６件

A 継

市民協働推進事業
・市民活動団体等に市民協働事業補助金制度の周知
　及び交付を実施　　交付件数　４件

Ｂ 継 市民協働課

c
ＮＰＯ等活動支援事業
・市民活動団体等への情報提供や必要とする支援を実施 A 継

ＮＰＯ等活動支援事業
・市民活動団体等への情報提供や必要とする支援を実施
・JoyJoy敦活フェスタの開催に対し支援を実施

A 継 市民協働課

d

地域防災連絡協議会補助金
・各地区の区長等で組織する自主的に防災活動へ
　取り組む団体への支援

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 危機管理対策課

e
つるが環境みらいネットワークが行う環境活動推進への支援
・つるが環境フェア　３月１４日(土)
　　　３，８５２人参加

Ａ 継

つるが環境みらいネットワークが行う環境活動推進への支援
・つるが環境フェア　３月５日(土)
　　　３，０５２人参加

Ａ 継 環境・廃棄物対策課

f

関係団体活動への支援
・図書館ボランティアサークルに活動場所の提供
　　　６グループ

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 図書館

g

地域コミュニティ運営事業費補助金
・「創作和紙人形　紙わらべ資料館」の管理運営、講座の
　実施に対する補助

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

h

クラフトマーケット開催事業費補助金
・中心市街地の賑わいを創出のため、
　全国からクラフト創作者を招致するイベントを支援

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

課名

①　まちづくり活動に
ついての情報提供
や支援を行う

　○　　市民活動団体が日常的な活動やイベントの開催などを円滑に行えるよう、相談や情報提供、協働事業などを
　　　実施します。また、支援を通じて男女共同参画を推進していきます。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度
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i
中心市街地賑い街づくり支援事業費
・中心市街地の賑わいやコミュニティーの再生に寄与する
　イベント等を支援

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

j

つるが芭蕉ウォーク開催事業費
・中心市街地の賑わいとコミュニケーションの創出を図るため、
　芭蕉探訪ウォークを実施

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

k

敦賀まつり開催負担金
・歴史と文化を市内外にアピールし、本市の商工業と観光、
　伝統文化の継承と発展を図るため、敦賀まつりの開催に
　かかる経費を負担

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継
商工・貿易振興課
(H26商工政策課)

l

さくらの里実行委員会への支援
・実行委員会によるプレートの確認及び巻きついたツタの
　根元切りを実施した。
・さくらの里の維持管理に対して支援を行い、多くの人々が
　親しむことができる空間づくりを行った。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 総合運動公園

m
景観形成協議会への支援
・景観づくりに取り組む団体が行う実践活動や情報発信に
　対して補助を行った。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 都市政策課

a
ＮＰＯ等活動支援事業
・個人や市民活動団体等からの相談に対応 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

a
自主学習教室の認定
・生涯学習センター及び９地区公民館 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 生涯学習課

　基本課題(3)　市民の自主的なまちづくり活動を促進する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２５　まちづくりにおける団体間でのネットワーク化を図る 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
ＮＰＯ等活動支援事業
・市民活動団体等の意見交換会を実施し、
　団体間の交流を促進

A 継

ＮＰＯ等活動推進事業
・JoyJoy敦活フェスタの開催を支援し、
　団体間の交流の促進・活発化を図った

A 継 市民協働課

①　多様なまちづくり
団体の連携を図り、
活動を活発化する

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

②　NPO法人の設立
に向けた支援を行う

③　まちづくり活動を
活性化する

　○　　ＮＰＯ法人など活動団体のネットワーク化を行うなど、市民の自主的なまちづくり活動を支援し、地域社会
　　　全体での男女共同参画を推進していきます。

①　まちづくり活動に
ついての情報提供
や支援を行う
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b

さくらの里整備事業
・複数団体の協力により、さくらの里実行委員会の
　活動（プレートの確認等）を実施した。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 総合運動公園

a
男女共同参画推進事業
・各種委員会に多くの女性委員を登用するよう働きかけ A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

b

広報モニター　総数１１名　うち女性６名
・広報紙や行政チャンネルなどに対して、毎月の提言書等で、
　主婦や母親の立場としての意見をいただいている。

A 継

広報モニター　総数１２名　うち女性５名
・広報紙や行政チャンネルなどに対して、毎月の提言書等で、
　主婦や母親の立場としての意見をいただいている。

A 継 秘書広報課

c

学生への地域活動参加の呼びかけ
・関係機関よりボランティア等の要請があった場合、可能な限り学
生の参加について協力を行った。 Ｂ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｂ 継 看護専門学校

d
子ども・子育て会議
　委員総数１２名　うち公募委員２名 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

e
児童センター運営委員会
　委員総数７名　うち市民団体委員４名 Ａ 継

児童センター運営委員会
　委員総数７名　うち女性委員４名 Ａ 継 児童文化センター

f 新
国民健康保険運営協議会
　　委員総数１１名　うち女性委員３名
　　（うち被保険者代表委員数３名　うち女性委員２名）

Ａ 継 国保年金課

g

さくらの里整備事業
・実行委員会、オーナーの意見等を参考に事業を実施した。
・プレートの確認及び巻きついたツタの根元切りを実施した。 A 継

さくらの里整備事業
・倒木した枯れ木を撤去した。
・プレートの確認及び巻きついたツタの根元切りを実施した。
・第８回オーナー会を実施した。

A 継 総合運動公園

h

都市美化活動
・屋外広告物美化委員講習会の開催した。
  　　委員１７５名のうち女性５６名 A 継

都市美化活動
・屋外広告物美化委員講習会の開催した。
  　　委員１７３名のうち女性５３名 A 継 都市政策課

i
駅周辺整備構想策定委員会
　委員総数２０名　うち公募委員２名（女性委員１名） A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 駅周辺整備課

j
敦賀病院運営モニター
　　委員総数７名（全て公募）　うち女性委員１名 Ａ 継

敦賀病院運営モニター
　　委員総数８名（全て公募）　うち女性委員３名 Ａ 継 病院総務企画課

k
なし

ー 検
なし

ー 検 生涯学習課

①　多様なまちづくり
団体の連携を図り、
活動を活発化する

②　市民からの意見
を聞く場で女性の参
画を促進する
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　　◎　男女共同参画の視点を取り入れた推進体制

　基本課題(1)　世代や生活形態に応じたきめ細やかな広報と啓発を強化する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２６　講座や講演会等を充実する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　３回　延べ１２６人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研修会） A 継

男女共同参画推進事業
・男女共同参画講座の開催　３回　延べ１９１人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研修会） A 継 市民協働課

a
なし

― 検
なし

― 検 市民協働課

b

保育サービスの提供
　・一時預かり事業（７園）（名称変更）
　・延長保育事業（９園）
　・すみずみ子育てサポート事業（２ヶ所に委託）

B 継

保育サービスの提供
　・一時預かり事業（７園）
　・延長保育事業（２２園）
　・すみずみ子育てサポート事業（２ヶ所に委託）

B 継 児童家庭課

c なし ― 検 なし ― 検 生涯学習課

a

男女共同参画推進事業
・講座等の開催前後に記事掲載を依頼、作成し、
　男女共同参画の啓発を継続的に行う A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

①　地域・職場・家庭
で男女共同参画を
実践するための講
座を開催する

②　講座・講演会等
開催時に一時保育
を実施する

③　広報紙やＲＣＮ行
政チャンネル、ＦＭラジ
オ、ホームページを積
極的に活用して広報の
継続と徹底を図る

　　　　市が行う様々な行政サービスは、男女共同参画に関係するものが多くあります。敦賀市では男女共同参画室を拠点として、あ
　　　らゆる施策が男女共同参画の視点を持ち、世代や生活形態などに応じてきめ細やかに実施されるよう、関係課との連携を強化し
　　　ます。

　○　　講演会の開催やメディアを用いたＰＲ、市民との協働による情報発信など、世代や生活形態、企業の状況な
　　　どに応じたきめ細やかな啓発活動を通じて市民や企業の意識づくりを進めていきます。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２７　市民の意見を反映した情報紙をつくる 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
男女共同参画推進事業
・男女共同参画推進情報紙「りぷる」発行
　　男女共同参画アドバイザーの助言を受け、作成

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

　基本課題(2)　相談体制を充実する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２８　性差に関する相談業務を充実する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

相談事業
・相談員２名　相談日継続、金曜日夜間相談継続
　　相談総件数１４８件（うちＤＶ６件）
・相談窓口開設の周知広報を実施
　市内各施設にリーフレット、相談カードを設置
　　　　　　　　　　　（民間３３ヶ所、公共３８ヶ所）
・相談業務関係窓口担当者連絡会の開催　１回　１１人参加

A 継

相談事業
・相談員２名　相談日継続、金曜日夜間相談継続
　　相談総件数１１４件（うちＤＶ１０件）
・相談窓口開設の周知広報を実施
　市内各施設にポスター、相談カードを設置
　　　ポスター　　民間２９ヶ所、公共３６ヶ所
　　　相談カード 　民間　３ヶ所、公共　３ヶ所
・相談業務関係窓口担当者連絡会の開催　１回　１９人参加

A 継 市民協働課

a

相談事業
・相談者又は関係機関からの情報により、二州健康福祉
　センター等と連携して実施 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

課名

①　性による差別的
取扱いに対する相
談業務を充実する

②　DVに対する相
談や通報体制を確
立し被害者を支援・
救済する

　○　　ＤＶやハラスメントなどについては、起こりうる被害を未然に防止するとともに、発生した場合の対処も必
　　　要になります。市では、個々の状況に的確に対応した助言を行うとともに、警察等との連携によって被害の拡
　　　大を食い止めるなどの取り組みを行います。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　市民による男女
共同参画情報紙を
発行する
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　基本課題(3)　男女共同参画を推進する人材を育成する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策２９　推進団体や様々な分野で活躍する人材を育成する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
男女共同参画推進事業
・つるが男女共同参画ネットワーク等の市民活動団体の
　活動を支援

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

a

男女共同参画推進事業
・市民活動団体で活動している方や市民に男女共同参画の
　視点で活動していただけるよう働きかけ A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

②　様々な分野で活
躍する人材を育成
し、男女共同参画の
実践を進める

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　男女共同参画推
進団体等の活動を
促進する

　○　　男女共同参画の推進に寄与するＮＰＯ法人や市民活動団体、さらには男女共同参画推進団体等の活動を支援
　　　し、地域ぐるみで男女共同参画社会の実現をめざします。
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　基本課題(4)　政策決定・推進の場で男女共同参画を進める

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策３０　市民参加と協働によるまちづくりを推進する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

ＮＰＯ等活動支援事業
・市内で活動する市民活動団体等への情報提供や
　広報等を実施 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

a
職員への地域活動参加の呼びかけ
・職員に対し、地区の行事等について積極的に参加するよう
　呼びかけを行った。

Ｃ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｃ 継 総務課

b
市民協働推進事業
・市内で活動する市民活動団体等の情報を提供
・市民協働についての講座等の開催　１回　２０人参加

A 継

市民協働推進事業
・市内で活動する市民活動団体等の情報を提供
・市民協働についての講座等の開催　１回　４３人参加

A 継 市民協働課

a
市長への提案メール、アクセス２１事業
・敦賀市政について、広く市民からの提案をいただいた。
　　提案メール１８９通　アクセス２１　５７件

A 継

市長への提案メール、アクセス２１事業
・敦賀市政について、広く市民からの提案をいただいた。
　　提案メール ２６９通　アクセス２１ ２５件

A 継 秘書広報課

b
学生への地域活動参加の呼びかけ
・関係機関よりボランティア等の要請があった場合、可能な
　限り学生の参加について協力を行った。

Ｂ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｂ 継 看護専門学校

c
男女共同参画推進事業
・性別や年齢に関係なく、市政に参画できるよう働きかけ A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

d
男女共同参画審議会
　　委員総数１０名　うち公募委員２名 A 継

男女共同参画審議会
　　委員総数９名　うち公募委員１名 A 継 市民協働課

e

男女共同参画推進事業
・第３次つるが男女共同参画プラン策定委員会
　　委員総数１５名　うち公募委員２名　（平成２６・２７年度）

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

課名

①　ＮＰＯ法人やボ
ランティア等、市民
活動団体設立・運営
やイベント等の開催
を支援する

②　市職員が地域で
の活動を積極的に
実践し、市民協働の
意識高揚を図る

③　市長への提案
メールや審議会へ
の市民公募など、市
民の幅広い市政参
画を促進する

　○　　市政のあらゆる場面において男女共同参画を積極的に進めます。

　○　　男女共同参画に根ざした市民との協働、審議会など市民参加による政策決定の場での女性の登用、また市の
　　　人員配置における女性管理職の積極的登用などを推進します。

計画項目
平成２６年度 平成２７年度
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f
原子力懇談会
　　委員総数１６名　うち各種団体の代表者１４名 Ａ 継

原子力懇談会
　　委員総数１４名　うち各種団体の代表者１３名

Ａ 継
原子力安全
対策課

g
シルバー交通安全推進員　３９名
　　地区老人クラブからの推薦 A 継

シルバー交通安全推進員　３８名
　　地区老人クラブからの推薦 A 継 生活安全課

h
環境審議会
　　委員総数１６名　うち公募委員４名 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 環境・廃棄物対策課

i
水道水源保護審議会
　　委員総数１８名　うち公募委員３名 Ａ 継

水道水源保護審議会
　　委員総数１７名　うち公募委員３名 Ａ 継 環境・廃棄物対策課

j
つるが環境みらいネットワーク
　　委員総数３９名　うち公募委員１１名 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 環境・廃棄物対策課

k
児童館運営委員会
・委員総数１２名は児童館が属する地域住民の代表者で構成 A 継

児童館運営委員会
・委員総数１１名は児童館が属する地域住民の代表者で構成 A 継 児童家庭課

l
子ども・子育て会議
　　委員総数１２名　うち公募委員２名 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

m
児童センター運営委員会
　　委員総数7名　うち市民団体委員４名 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継

児童文化
センター

n
国民健康保険運営協議会
・各種該当団体に委員の推薦依頼　委員総数１１名 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 国保年金課

o
介護保険運営協議会
　　委員総数１０名　うち公募委員２名 Ｂ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｂ 継 介護保険課

p
公設地方卸売市場運営協議会
　　委員総数１０名　うち生産者代表、市場関係委員５名 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 農林水産振興課

q 新
道路照明灯地元負担導入検討委員会
　委員総数　１０名のうち公募委員　２名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　任務終了により次年度廃止

Ａ 廃 道路河川課

r
まちづくり審議会
　　委員総数１４名　うち公募委員２名 Ｃ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ｃ 継 都市政策課

s
さくらの里実行委員会
　　委員総数１０名　うち団体関係委員５名 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 総合運動公園

t なし ― 検 なし ― 検 生涯学習課

u
図書館協議会
　　委員総数９名　うち関係市民団体委員４名 A 継

図書館協議会
　　委員総数９名　うち関係市民団体委員５名 Ａ 継 図書館

v
敦賀病院運営モニター
　　委員総数７名（全て公募）　うち女性委員１名 Ａ 継

敦賀病院運営モニター
　　委員総数８名（全て公募）　うち女性委員３名 Ａ 継 病院総務企画課

w
補導員
　　補導員総数100名　うち女性38名 A 継

補導員
　　補導員総数９７名　うち女性４３名 A 継 少年愛護センター

③　市長への提案
メールや審議会へ
の市民公募など、市
民の幅広い市政参
画を促進する
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施策３１　審議会等で女性委員を積極的に登用する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績
割合
(％)

次年度 実　　　　　　績
割合
(％)

次年度

a
情報公開・個人情報保護審査会
　　委員総数４名　うち女性委員１名 25.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 25.0 継 総務課

b
情報公開・個人情報保護審議会
　　委員総数７名　うち女性委員２名 28.6 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 28.6 継 総務課

c
職員懲戒審査委員会
　　委員総数５名　うち女性委員１名 20.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 20.0 継 総務課

d
選挙管理委員会
　　委員総数４名　うち女性委員１名 25.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 25.0 継 総務課

e
公平委員会
　　委員総数３名　うち女性委員０名 0.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 0.0 継 総務課

f
固定資産評価審査委員会
　　委員総数３名　うち女性委員１名 33.3 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 33.3 継 税務課

g
原子力懇談会
　　委員総数１６名　うち女性委員３名 18.8 継

原子力懇談会
　　委員総数１４名　うち女性委員３名 21.4 継

原子力安全
対策課

h
男女共同参画推進事業
・各種審議会や委員会に多くの女性委員を登用するよう
　働きかけ

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

i
男女共同参画審議会
　　委員総数１０名　うち女性委員４名 40.0 継

男女共同参画審議会
　　委員総数９名　うち女性委員４名 44.4 継 市民協働課

j

男女共同参画推進事業
・第３次つるが男女共同参画プラン策定委員会
　　委員総数１５名うち女性委員７名　（平成２６・２７年度） 46.7 継

男女共同参画推進事業
・第３次つるが男女共同参画プラン策定委員会
　　委員総数１５名うち女性委員７名　（平成２６・２７年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任務終了により次年度廃止

46.7 廃 市民協働課

k
ごみ分別減量等対策協議会
　　委員総数２５名　うち女性委員１０名 40.0 継

ごみ分別減量等対策協議会
　　委員総数２５名　うち女性委員１０名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任務終了により次年度廃止

40.0 廃 清掃センター

l
防災会議
　　委員総数３４名　うち女性委員２名 5.9 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 5.9 継 危機管理対策課

m
国民保護協議会
　　委員総数３３名　うち女性委員２名 6.1 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 6.1 継 危機管理対策課

①　各種審議会や委
員会での女性の登
用率向上を図る

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名
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実　　　　　　績
割合
(％)

次年度 実　　　　　　績
割合
(％)

次年度

n
地域公共交通会議
　　委員総数１８名　うち女性委員２名 11.1 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 11.1 継 生活安全課

o
安全で安心なまちづくり会議
　　委員総数２１名　うち女性委員２名 9.5 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 9.5 継 生活安全課

p
交通対策協議会
　　委員総数６８名　うち女性委員１名 1.5 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 1.5 継 生活安全課

q
暴力追放敦賀市民会議
　　役員総数１６名　うち女性委員１名 6.3 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 6.3 継 生活安全課

r
環境審議会
　　委員総数１６名　うち女性委員５名 31.3 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 31.3 継 環境・廃棄物対策課

s
水道水源保護審議会
　　委員総数１８名　うち女性委員４名 22.2 継

水道水源保護審議会
　　委員総数１７名　うち女性委員４名 23.5 継 環境・廃棄物対策課

t
つるが環境みらいネットワーク
　　委員総数３９名　うち女性委員１１名 28.2 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 28.2 継 環境・廃棄物対策課

u
民生委員推薦会
　委員総数１４名　うち女性委員３名 21.4 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 21.4 継 地域福祉課

v
障害者自立支援給付審査会
　　委員総数１０名　うち女性委員４名 40.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 40.0 継 地域福祉課

w
避難行動要支援者（災害時要援護者）避難支援推進協議会
　　委員総数１９名　うち女性委員４名 21.1 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 21.1 継 地域福祉課

x
健康管理センター運営委員会
　　委員総数１７名　うち女性委員４名 23.5 継

健康管理センター運営委員会
　　委員総数１３名　うち女性委員４名 30.8 継 健康管理センター

y
休日急患センター運営委員会
　　委員総数１４名　うち女性委員２名 14.3 継

休日急患センター運営委員会
　　委員総数１４名　うち女性委員１名 7.1 継 健康管理センター

z
児童館運営委員会
　　委員総数１２名　うち女性委員６名 50.0 継

児童館運営委員会
　　委員総数１１名　うち女性委員５名 45.5 継 児童家庭課

aa
次世代育成支援対策行動計画推進委員会
　　委員総数１２名　うち女性委員５名 41.7 継

子ども・子育て会議
委員総数１２名　　うち女性委員８名 66.7 継 児童家庭課

ab
児童センター運営委員会
　　委員総数7名　うち女性委員４名 57.1 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 57.1 継 児童文化センター

平成２６年度 平成２７年度
課名

①　各種審議会や委
員会での女性の登
用率向上を図る

計画項目
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ac
国民健康保険運営協議会
　　委員総数１１名　うち女性委員３名 27.3 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 27.3 継 国保年金課

ad
介護保険運営協議会
　　委員総数１０名　うち女性委員５名 50.0 継

介護保険運営協議会
　　委員総数１０名　うち女性委員４名 40.0 継 介護保険課

ae
高齢者権利擁護連絡協議会
　　委員総数１３名　うち女性委員１名 7.7 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 7.7 継 介護保険課

af
在宅医療在宅介護連携推進協議会
　　委員総数１７名　うち女性委員７名 41.2 継

在宅医療在宅介護連携推進協議会
　　委員総数１７名　うち女性委員５名 29.4 継 介護保険課

ag
認知症支援推進協議会
　　委員総数１２名　うち女性委員５名 41.7 継

認知症支援推進協議会
　　委員総数１４名　うち女性委員６名 42.9 継 介護保険課

ah
農業委員会
　　委員総数１７名　　うち女性委員３名 17.6 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 17.6 継 農林水産振興課

ai
公設地方卸売市場運営協議会委員
　　委員総数１０名　　うち女性委員１名 10.0 継

公設地方卸売市場運営協議会委員
　　委員総数１０名　　うち女性委員０名 0.0 検 農林水産振興課

aj 新
道路照明灯地元負担導入検討委員会
　委員総数１０名　うち女性委員１名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任務終了により次年度廃止

10.0 廃 道路河川課

ak 新
敦賀市集落排水処理施設使用料改定検討委員会
　委員総数１０名　うち女性委員３名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任務終了により次年度廃止

30.0 廃 下水道課

al
都市計画審議会
　　委員総数１３名　うち女性委員１名 7.7 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 7.7 継 都市政策課

am
まちづくり審議会
　　委員総数１４名　うち女性委員３名 21.4 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 21.4 継 都市政策課

an
さくらの里実行委員会
　　委員総数１０名　うち女性委員２名 20.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 20.0 継 総合運動公園

ao
駅周辺整備構想策定委員会
　　委員総数２０名　うち女性委員２名 10.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 10.0 継 駅周辺整備課

ap
敦賀駅周辺デザインガイドライン専門部会
　　委員総数５名　うち女性委員１名 20.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 20.0 継 駅周辺整備課

aq
敦賀病院運営モニター
　　委員総数７名（全て公募）　うち女性委員１名 14.3 継

敦賀病院運営モニター
　　委員総数８名（全て公募）　うち女性委員３名 37.5 継 病院総務企画課

ar
教育委員会
　　委員総数５名　うち女性委員１名 20.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 20.0 継 教育政策課

as

敦賀っ子教育審議会
　　委員総数１４名　うち女性委員２名 14.3 継

敦賀っ子教育審議会
　　委員総数１４名　うち女性委員２名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任務終了により次年度廃止

14.3 廃 教育政策課

①　各種審議会や委
員会での女性の登
用率向上を図る
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実　　　　　　績
割合
(％)

次年度 実　　　　　　績
割合
(％)

次年度

at
奨学生選考委員会
　　委員総数６名　うち女性委員１名 16.7 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 16.7 継 教育政策課

au
通学区域審議会
　　委員総数１２名　うち女性委員１名 8.3 継

通学区域審議会
　　委員総数１２名　うち女性委員２名 16.7 継 教育政策課

av
教育支援委員会（名称改正）
　　委員総数３０名　うち女性委員２１名 70.0 継

教育支援委員会
　　委員総数３１名　うち女性委員２１名 67.7 継 教育政策課

aw
学び・育み委員会
　　委員総数６名　うち女性委員１名 16.7 継

開催実績なし
－ 廃 教育政策課

ax
子どもサポート委員会
　　委員総数５名　うち女性委員１名 20.0 継

開催実績なし
－ 廃 教育政策課

ay
社会教育委員
　　委員総数１５名　うち女性委員５名 33.3 継

社会教育委員
　　委員総数１５名　うち女性委員６名 40.0 継 生涯学習課

az
公民館運営審議会
　　委員総数４５名　うち女性委員１１名 24.4 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 24.4 継 生涯学習課

ba
図書館協議会
　　委員総数９名　うち女性委員５名 55.6 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 55.6 継 図書館

bb
少年愛護センター運営委員会
　　委員総数９名　うち女性委員０名 0.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 0.0 継 少年愛護センター

bc
少年自然の家運営協議会
　　委員総数５名　うち女性委員０名 0.0 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 0.0 継 少年自然の家

bd
文化財保護審議会
　　委員総数１１名　うち女性委員２名 18.2 継

文化財保護審議会
　　委員総数１０名　うち女性委員１名 10.0 継 文化振興課

be
博物館協議会
　　委員総数９名　うち女性委員２名 22.2 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 22.2 継 市立博物館

bf

建物修復検討委員会
　　委員総数７名　うち女性委員１名 14.3 継

建物修復検討委員会
　　委員総数７名　うち女性委員１名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任務終了により次年度廃止

14.3 廃 市立博物館

bg
スポーツ振興審議会
　　委員総数８名　うち女性委員３名 37.5 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 37.5 継 スポーツ振興課

bh
監査委員
　　委員総数３名　うち女性委員０名 0.0 継

監査委員
　　委員総数３名　うち女性委員１名 33.3 継 監査委員事務局

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名

①　各種審議会や委
員会での女性の登
用率向上を図る
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策３２　管理職等に女性職員を積極的に登用する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

管理職昇格試験制度
・管理職、係長、主査昇格試験をそれぞれ実施
・人事異動において、男女を問わず、客観的判断基準に
　基づき、昇格者を決定する。

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 総務課

　基本課題(5)　庁内推進体制を充実する

評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策３３　男女共同参画の推進拠点を充実する 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a
男女共同参画推進事業
・つるが男女共同参画ネットワーク等の市民活動団体の
　活動を支援

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

a

男女共同参画推進事業
・敦賀市男女共同参画推進会議での働きかけを強化

A 継

男女共同参画推進事業
・敦賀市男女共同参画推進会議を開催し、第３次つるが
　男女共同参画プラン策定に関する検討を行った A 継 市民協働課

課名

①　男女共同参画推
進団体等の活動を
促進する

②　男女共同参画室
を中心に全庁的な
推進体制を構築す
る

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

平成２６年度 平成２７年度
課名

①　人事考課制度の
活用により女性職員
を管理職等へ積極
的に登用する

　○　　市のすべての課で実施される事業についても男女共同参画の視点を取り入れるよう、所管する
　　　市民協働課男女共同参画室を中心として全庁的な推進体制を構築します。

　〇　　関係事業の実施状況について男女共同参画室が把握・評価し、指導します。

.

計画項目
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評価欄　　　 Ａ：成果ある　Ｂ：やや成果ある　Ｃ：どちらともいえない　Ｄ：あまり成果ない　Ｅ：成果ない

施策３４　各部署の事業で参画を進める 次年度欄　　　　　　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　廃：廃止する

実　　　　　　績 評価 次年度 実　　　　　　績 評価 次年度

a

市ホームページ及びSNSでの表現等
・ホームページ及びSNSにおいて情報発信する際には、利用者の
　年齢や性別、障がいの有無にかかわらずだれもが利用できるよ
　う配慮することと、 基本的人権やプライバシー権等に十分留意
　することを職員向けの研修にて指導した。また、ホームページの
　リニューアルに伴い、表記に適さない語句を規制、変換する機能
　を導入した。

A 継

市ホームページ及びSNSでの表現等
・ホームページ及びSNSにおいて情報発信する際には、利用者の
　年齢や性別、障がいの有無にかかわらずだれもが利用できるよ
　う配慮すること、 基本的人権やプライバシー権等に十分留意す
　ることを職員向けの研修にて指導した。また、ホームページのリ
　ニューアル時に導入した、禁止語彙と置換語彙の設定を、随時
　更新している。

A 継 情報管理課

b

広報紙発行、ＣＡＴＶ行政チャンネル放映委託事業
・広報紙や行政チャンネルの中で、男女が平等に
　表現されているように映像編集やイラスト使用等を心がけた。 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 秘書広報課

c

男女共同参画推進事業
・広報紙や情報紙、ホームページ等の記載事項に配慮
・第2次つるが男女共同参画プラン啓発事業にて啓発看板
　のデザインに配慮

A 継

男女共同参画推進事業
・広報紙や情報紙、ホームページ等の記載事項に配慮

A 継 市民協働課

d

広報紙の特集記事
・公共交通、暴力追放、消費者行政に関する記事を
　掲載する際、老若男女に配慮した内容とした。 A 継

広報紙の特集記事
・消費者行政に関する記事を掲載する際、老若男女に
　配慮した内容とした。 B 継 生活安全課

e

周知物への配慮
・ホームページ・広報紙・ポスター・チラシ・保護者向け
　配付物など表現に配慮した。 A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 児童家庭課

f

地域子育て支援センター事業
・ほほえみ通信の発行にあたり、人権尊重やわかりやすい
　表現を用いるなどの配慮をしている。

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継
子育て総合
支援センター

g

おたより、ポスター等の広報紙の記事
・行事案内に関する記事を掲載する際、老若男女に
　配慮した内容とした。 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 児童文化センター

①　あらゆる広報・
出版物等で男女の
人権をふまえた表現
に配慮する

計画項目
平成２６年度 平成２７年度

課名
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h

広報・出版物等の発行
・病院からの広報・出版物等について男女の人権を踏まえた
　表現に配慮した。 Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継 病院総務企画課

i

観光パンフレット配布
・外国籍の旅行者及び住民向けに作成した外国語版の
　市内観光案内パンフレットを引き続き配布する等し、活用した。
　※　英語、中国語（繁体字・簡体字）、ロシア語、ハングル

Ａ 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 Ａ 継
観光・交流振興課
（H26観光振興課）

j
広報紙（公民館だより）の作成
・老若男女すべての地域住民にわかりやすい内容となるよう
　配慮している

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 生涯学習課

k
愛護センターだより
・毎月発行している愛護センターだよりにおいて、
　人権をふまえた表現につき配慮しました

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 少年愛護センター

l 新
年２回の財政情報を広報つるがに掲載する際には、配慮している。

Ｃ 継 財政課

m 新
広報つるが特集ページ、おしらせ欄、課ホームページ等において表
現に配慮した。 Ｂ 継 地域福祉課

a

男女共同参画推進事業
・各課の施策実施状況を照会し、把握・公表

A 継 　　　　　　　　　　　　　　同　　　左 A 継 市民協働課

a
なし

－ 検
なし

－ 検 総務課

b
なし

－ 検

男女共同参画推進事業
・ＤＶ被害者支援専門研修会の開催　１回　１９人参加
　　市窓口業務担当者対象

A 検 市民協働課

③　男女共同参画の
視点での事業を実
施するため、職員の
研修を行うなど意識
の高揚を図る

①　あらゆる広報・
出版物等で男女の
人権をふまえた表現
に配慮する

②　男女共同参画社
会の実現に向けて、
市行政の取り組み
状況を把握・評価す
る
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